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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．売上高には、ロイヤリティー収入を含めております。また、第43期よりその他の営業収入も含めた数値にな

っております。 

３．第40期、第41期及び第43期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、自己資本利益率及び株価収益率に

ついては、当期純損失であるため記載しておりません。 

     ４．第40期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業

会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

 ５．純資産額の算定にあたり、第43期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

６．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（パートタイマー）数は、期中平均雇用人数（１ヶ月 165時間換

算）を[ ]外数で記載しております。 

回次 第３９期 第４０期 第４１期 第４２期 第４３期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 

売上高 （千円） 34,968,445 31,821,648 32,525,916 35,067,384 35,952,478 

経常利益 （千円） 2,079,269 246,656 701,083 725,593 146,073 

当期純利益又は当期純損

失(△） 
（千円） 621,847 △816,264 △185,539 123,678 △149,369 

純資産額 （千円） 13,433,854 12,291,671 12,028,217 11,014,211 10,348,556 

総資産額 （千円） 25,924,391 26,180,683 24,271,380 25,140,455 25,131,967 

１株当たり純資産額 （円） 634.49 580.57 567.13 545.09 512.20 

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

(△) 

（円） 29.42 △38.55 △8.76 5.91 △7.39 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） 29.38 － － 5.91 － 

自己資本比率 （％） 51.8 47.0 49.6 43.8 41.2 

自己資本利益率 （％） 4.7 － － 1.0 － 

株価収益率 （倍） 38.5 － － 249.91 － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 2,242,490 735,022 2,266,433 2,185,251 303,425 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △2,722,370 △1,734,147 △236,199 △2,698,633 △1,075,965 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △17,586 1,581,555 △2,148,689 185,781 1,212,404 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 1,078,962 1,651,774 1,530,546 1,202,945 1,642,810 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

565 

[4,408] 

535 

[4,486] 

490 

[4,792] 

551 

[5,132] 

591 

[5,282] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．売上高には、ロイヤリティー収入を含めております。また、第43期よりその他の営業収入も含めた数値にな

っております。 

３．第39期の１株当たり配当額には、創業40周年記念配当５円が含まれております。 

４．第40期及び第41期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、自己資本利益率、株価収益率及び配当性向

については、当期純損失であるため記載しておりません。 

５．第40期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業

会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

 ６．純資産額の算定にあたり、第43期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。  

 ７．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（パートタイマー）数は、期中平均雇用人数（１ヶ月 165時間換

算）を[ ]外数で記載しております。 

８．当社は、平成18年９月１日付をもって会社分割を実施し持株会社制へ移行しております。したがいまして、

第43期以降の主要な経営指標等は第42期以前と比較して大きく変動しております。 

回次 第３９期 第４０期 第４１期 第４２期 第４３期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 

売上高 （千円） 33,095,932 30,346,379 31,843,114 34,544,856 25,105,704 

経常利益 （千円） 2,035,298 242,935 732,400 690,574 147,808 

当期純利益又は当期純損

失(△） 
（千円） 651,999 △1,035,593 △161,463 91,975 28,157 

資本金 （千円） 5,019,938 5,019,938 5,028,962 5,028,962 5,028,962 

発行済株式総数 （株） 21,911,972 21,911,972 21,927,972 21,927,972 21,927,972 

純資産額 （千円） 14,262,269 12,913,284 12,676,712 11,650,940 11,162,811 

総資産額 （千円） 25,369,856 26,035,633 24,061,644 25,035,195 23,967,654 

１株当たり純資産額 （円） 673.62 609.92 597.71 576.60 552.50 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当

額) 

（円） 
15.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

(△) 

（円） 30.84 △48.91 △7.62 4.40 1.39 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） 30.80 － － 4.39 1.38 

自己資本比率 （％） 56.2 49.6 52.7 46.5 46.6 

自己資本利益率 （％） 4.6 － － 0.7 0.2 

株価収益率 （倍） 36.73 － － 335.62 1,063.84 

配当性向 （％） 48.6 － － 227.2 719.9 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

472 

[4,312] 

476 

[4,456] 

436 

[4,760] 

521 

[5,126] 

125 

[365] 



２【沿革】 

昭和45年６月 浜勝商事株式会社（法律上の存続会社）設立（資本金130万円）。なお、実質上の存続会社、株式会

社「浜かつ」は昭和39年３月に設立（資本金100万円、昭和48年４月㈱浜勝に商号変更）され、昭和

54年３月１日に浜勝商事株式会社に吸収合併されております。 

昭和49年８月 「長崎ちゃんめん」（現・「長崎ちゃんぽん」）及び「ぎょうざ」を主力商品にしたチェーン店の第

１号店を長崎市に開店（リンガーハット長崎宿町店）。当該店舗は、子会社株式会社サン・ナガサキ

（昭和51年９月㈱長崎ちゃんめんに商号変更）において開店し、昭和52年３月に株式会社浜勝に営業

譲渡されております。 

昭和52年12月 佐賀県鳥栖市に鳥栖工場を新設 

昭和54年３月 ㈱浜勝を吸収合併（合併時の資本金9,500万円） 

昭和54年３月 浜勝商事株式会社を株式会社浜勝に商号変更 

昭和54年９月 関東地区第１号店（通算第37号店）を埼玉県与野市（現・さいたま市）に開店（大宮バイパス与野

店） 

昭和56年３月 「長崎皿うどん」の販売を開始 

昭和57年８月 株式会社浜勝を株式会社リンガーハットに商号変更 

昭和58年６月 佐賀県神埼郡吉野ヶ里町に佐賀工場を新設 

昭和60年６月 リンガーハット・100号店（福岡大橋店）を福岡県福岡市に開店 

昭和60年10月 福岡証券取引所に株式を上場 

昭和61年３月 当社グループにおける店舗建設・メンテナンスを行うため、リンガーハット開発株式会社（現・連結

子会社）を設立 

昭和62年２月 「とんかつ」専門店のチェーン展開のため、株式会社浜勝を設立し、株式会社長崎浜勝よりとんかつ

専門店等６店を営業譲渡 

昭和62年９月 大阪証券取引所に株式を上場 

昭和63年８月 静岡県駿東郡小山町に富士小山工場を新設 

平成３年６月 リンガーハット・200号店（武蔵村山店）を東京都武蔵村山市に開店 

平成４年11月 社員ライセンスオーナー・１号店（熊本健軍店）を開店 

平成５年３月 株主優待制度を発足 

平成６年４月 関西地区第１号店（通算第225号店）を大阪府東大阪市に開店（東大阪西堤店） 

平成６年８月 中京地区第１号店（通算第230号店）を愛知県岡崎市に開店（愛知岡崎店） 

平成７年４月 ＳＣ（ショッピングセンター）内出店第１号店（通算第243号店）を長崎県大村市に開店（大村ジャ

スコ店） 

平成７年11月 株式会社浜勝太宰府工場を福岡県太宰府市に新設 

平成９年３月 株式会社浜勝の株式を日本証券業協会に店頭売買有価証券として新規登録 

平成９年10月 情報化に対応した新型ＰＯＳレジと店舗パソコンの実験導入を福岡春日店で開始し、平成９年12月よ

り導入店舗数を拡大 

平成10年５月 リンガーハット・300号店（三鷹井口店）を東京都三鷹市に開店 

平成10年７月 東京証券取引所に株式を上場 

平成11年11月 福岡本社を福岡県福岡市博多区豊に移転し、当社グループ各社の本社機能を集約 

平成12年２月 東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第一部に指定 

平成12年７月 「低価格宣言」を行い、「長崎ちゃんぽん380円」を新価格として販売 

平成13年３月 ㈱浜勝を吸収合併（合併時の資本金558,400千円） 

平成13年７月 リンガーハット・400号店（横浜瀬谷店）を神奈川県横浜市に開店 

平成14年11月 東京本社を東京都港区高輪へ移転 

平成15年11月 大阪証券取引所市場第一部上場廃止 

平成17年３月 リンガーハット・500号店（福岡橋本店）を福岡県福岡市に開店 

平成18年２月 とんかつ浜勝・100号店（福岡大名店）を福岡県福岡市に開店  

平成18年９月 会社分割により持株会社制に移行し、長崎ちゃんぽん・とんかつ・和食の各事業をそれぞれリンガー

ハットジャパン株式会社・浜勝株式会社・卓袱浜勝株式会社へ承継 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社リンガーハット）とリンガーハットジャパン株式会

社、浜勝株式会社、卓袱浜勝株式会社及びリンガーハット開発株式会社の５社により構成されており、「長崎ちゃん

ぽん」・「とんかつ」及び「和食（卓袱料理）」を主力商品とする店舗の運営及びそれに関連する業務を行っており

ます。 

 当社グループの事業内容に係わる位置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の４部門は「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の

区分と同一であります。 

長崎ちゃんぽん……リンガーハットジャパン株式会社は、「長崎ちゃんぽん」の専門店としてチェーン展開をは

かっております。 

とんかつ……………浜勝株式会社は、「とんかつ」の専門店としてチェーン展開をはかっております。 

和食…………………卓袱浜勝株式会社は、長崎の郷土料理「長崎卓袱」の専門店（１店舗）の運営を行っており

ます。 

建築…………………リンガーハット開発㈱は、主にグループ外食事業店舗の建設・改修・設備のメンテナンスを

営んでおります。 

※当社は主に子会社に対して食材及び商材の販売、事務代行、店舗の賃貸及び経営指導管理を行っております。 

 なお、当社は平成18年９月１日付をもって会社分割を実施し持株会社制へと移行しており、事業系統図は次のとお

りであります。 



４【関係会社の状況】 
連結子会社 

 （注）１．主要な事業内容の欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．リンガーハットジャパン㈱は特定子会社であります。 

３．リンガーハットジャパン㈱及び浜勝㈱は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に

占める割合が100分の10を超えております。  

主要な損益情報等   

４．リンガーハットジャパン㈱は債務超過であり、当連結会計年度末での債務超過額は90,142千円であります。

名称 住所 
資本金 

（千円） 
主要な事業内容 

議決権の所
有割合 
（％） 

関係内容 

リンガーハットジャパン㈱ 
長崎県長崎市鍛冶

屋町 
100,000 長崎ちゃんぽん 100.0 

食品及び商材の販売、事務代行、 

店舗賃貸及び経営指導管理 

役員の兼任３名 

浜勝㈱ 
長崎県長崎市鍛冶

屋町 
100,000 とんかつ 100.0 

食品及び商材の販売、事務代行、 

店舗賃貸及び経営指導管理 

役員の兼任３名 

卓袱浜勝㈱ 
長崎県長崎市鍛冶

屋町 
30,000 和食 100.0 

食品及び商材の販売、事務代行、 

店舗賃貸及び経営指導管理 

役員の兼任２名 

リンガーハット開発㈱ 
福岡県福岡市博多

区豊 
300,000 建築 100.0 

店舗新築・改修工事等の委託 

本社事務所・一部店舗の賃貸 

役員の兼任４名 

区分 リンガーハットジャパン㈱ 浜勝㈱ 

 売上高          （千円） 12,199,120 4,801,841 

 経常利益又は経常損失（△）（千円) △94,689 3,135 

 当期純損失（△）     （千円) △190,142 △10,109 

 純資産額         （千円） △90,142 89,890 

 総資産額         （千円） 983,050 447,919 



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

  （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、期中平均雇用人数（１ヶ月 165時間換算）を（ ）外数で

記載しております。 

２．全社（共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、期中平均雇用人数（１ヶ月 165時間換算）を（ ）外数で記

載しております。 

     ２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数の大幅な減少は、平成18年９月１日付の会社分割により、新設事業会社へ多数の転籍者が発生した

ことによるものであります。 

(3)労働組合の状況 

  平成19年２月28日現在

事業の種類別セグメント名 従業員数（人） 

長崎ちゃんぽん事業 353 (3,857) 

とんかつ事業 113 (1,368) 

和食事業 4 (22) 

建築事業 31 (7) 

全社（共通） 90 (28) 

合計 591 (5,282) 

  平成19年２月28日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

125(365)  43.2 16.0 6,691,989 

名称 ＵＩゼンセン同盟フードサービス部会リンガーハットグループ労働組合 

上部加盟団体 ＵＩゼンセン同盟 

結成年月日 昭和57年11月29日 

組合員数 490名（うち当社組合員数62名） 

労使関係の状況 結成以来労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当連結会計年度におけるわが国の経済は、外需主導型の緩やかな景気拡大基調となりましたが、一方で勤労家計

所得は依然として伸び悩み、その勢いも実感性に乏しく、先行きの不透明感は高まりつつあります。 

フードサービス業界におきましては、殊に外食産業は既に成熟し、コンビニエンスストア、弁当・惣菜店など、い

わゆる中食産業との競合激化により外食市場シェアの維持獲得は一層厳しい状況が続いています。 

このような情勢下において、当リンガーハットグループは中期経営計画の３つの基本戦略への注力を継続し、具体

的な施策を実施してまいりました。 

 第一の基本戦略「人財力の拡充」として、新規学卒者45名に加え、即戦力となる優秀なパート・アルバイトから

の正社員登用を通期で38名のほか、計100名を採用、本社トレーニングセンターで実践的カリキュラムを組み、継

続的なステップアップ育成を実施いたしました。 

 第二の基本戦略「店舗力の向上」としては、引き続きリンガーハットの新調理システム（ＮＯＳ）への転換など

計68店舗の改造・改装を実施いたしました。また新規出店ではリンガーハットは特に中京地区に集中出店、関西・

中京地区を九州地区、関東地区に次ぐ当社グループ第三の商圏として構築、また浜勝では関西地区第一号店を神戸

市へ出店するなど、計27店舗の出店を実施、同時に不採算店９店舗を整理し、合計533店舗となり、前連結会計年

度末比で18店舗の純増となりました。 

 第三の基本戦略「ブランド力の強化」施策として、リンガーハットブランドの家庭用商品「冷凍ちゃんぽん」

「冷凍皿うどん」を新たに開発し、オンラインショッピングなど多種多様なチャネル販売展開を実施し今後の外販

事業拡大へのスタートを切ることができました。さらにパソコン・モバイル専用会員システム「ＲＨＫトクトクＣ

ＬＵＢ」を立ち上げ、新たな顧客層獲得に乗り出しました。 

 商品施策としては、当社販売商品の核である「ちゃんぽん」「皿うどん」の具材を一層充実させたリニューアル

を行ないました。また、店舗サービスの強化によるお客さま満足度の向上、収益の改善を目標として６年ぶりの価

格改定を実施いたしました。 

 以上の結果、既存店売上高は競合が激化する中で前年の売上を確保し（前連結会計年度比0.1％増）、当連結会

計年度の売上高は359億52百万円（同2.5％増）となりました。 

一方利益面では、ＮＯＳへの転換と外販事業拡大に向け開発した冷凍具材・冷凍麺ラインへの設備投資、豚

肉・水産物などの仕入原価高騰による売上原価率上昇と、計画売上高未達成による固定経費比率悪化が圧迫要因

となり、営業利益２億17百万円（同70.5％減）、経常利益１億46百万円（同79.9％減）、当期純損失１億49百万

円（前連結会計年度当期純利益１億23百万円）と、増収減益の結果となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績の概況は次のとおりであります。 

なお当社は平成18年９月１日付をもって会社分割を実施し持株会社制へと移行いたしました。これにより長崎

ちゃんぽん事業は「リンガーハットジャパン株式会社」へ、とんかつ事業は「浜勝株式会社」へ、和食事業は

「卓袱浜勝株式会社」へと、各事業体へ店舗経営に関する権限委譲をいたしております。 

① 長崎ちゃんぽん 

「リンガーハット」におきましては前連結会計年度に引き続き、新調理システムＮＯＳへの転換など大小の

改造・改装を62店舗で実施。また首都圏エリアへ12店舗、中京エリアへ10店舗の集中出店などを実施、不採算

店９店舗の整理を行なった結果、当連結会計年度末の店舗数は431店舗となりました。 

 マーケティング施策におきましては、「えびえびフェア」や「キッズキャンペーン」などプロモーションや

テレビＣＭの実施、また「からまろちゃんぽん」「霜降り白菜ちゃんぽん」など季節定番化商品の改良活性化

を重ね、売上高は252億91百万円、前年同期比３億29百万円増（同1.3％増）となりました。しかしながら夏期

繁忙期における九州地区の長雨や台風の影響による目標売上未達成により、営業利益は１億36百万円、前年同

期比４億30百万円減（同75.9％減）となりました。 



② とんかつ 

「浜勝」におきましては、惣菜・弁当テイクアウトに特化したイオン津田沼店の出店など、計５店舗の新規出

店とリンガーハットからの業態転換１店舗を行ない、当連結会計年度末の店舗数は101店舗となりました。販売

戦略におきましては、６月よりリンガーハットとの併設店において複業態商品メリットを生かした宅配事業を

本格的にスタートし、さらにかつ丼に特化した新業態「かつ丼浜かつ」の初出店など、浜勝ブランドとして

「素材へのこだわり」を追求し、専門店として新たな可能性を広げてまいりました。 

 一方で昨年末のノロウィルス流行により、季節商品「かきフライ」販売に大きな影響を及ぼし12月において

のみ前年売上高を大きく下回りましたが、上期における100号店記念メニューまたは新しいタイプの「巻きか

つ」の販売により、通年ではほぼ好調に推移し、売上高は99億85百万円、前年同期比５億87百万円増（同6.3％

増）となり、営業利益も11億41百万円、前年同期比66百万円増（同6.2％増）となりました。 

③ 和 食 

長崎の郷土料理専門店「長崎卓袱浜勝」におきましては、平成18年３月に改装を実施し、また「長崎さるく

博’06」の好影響もあり、前連結会計年度比売上高は11.4％増と好調に推移しました。前連結会計年度まで和

食事業に含めておりました中国事業部店舗などの退店により、和食事業全体の売上高は１億94百万円（同0.3％

減）となりましたが、営業損失は12百万円と損失幅を圧縮できました。 

④ 建 築 

売上高は４億81百万円（同6.2％減）となりましたが、売上原価などのコスト低減により、営業利益は96百万

円（同126.9％増）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、店舗力向上のための積極的な設

備投資と保有資産の有効活用および財務体質の強化により、前連結会計年度末に比べ４億39百万円増加し、当連

結会計年度末には16億42百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は３億３百万円（前年同期比86.1％減）となりました。 

これは主に、税金等調整前当期純利益が１億69百万円（同65.6％減）と減少したことに加え、その他流動負

債が前期末に比べ２億41百万円減少したこと、賞与支給対象期間の変更により賞与引当金が３億５百万円減少

したこと及び法人税等の支払額が４億20百万円（同118.2％増）増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は10億75百万円（同60.1％減）となりました。 

これは主に、新規出店及び店舗力向上のための改造・改装を積極的に実施したことによる有形固定資産の取

得が23億95百万円（同17.4％減）となった反面、保有資産の有効活用のため投資有価証券や賃貸物件の売却を

実施したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は12億12百万円（同552.6％増）となりました。 

これは主に、投資活動によるキャッシュ・フローを借入金の増加で賄った結果であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、製造原価によっております。 

２．「和食事業」並びに「建築事業」は、生産設備を有しないため、生産実績はありません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)店舗材料及び商品仕入実績 

当連結会計年度の店舗材料及び商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．「建築事業」を除く事業については、店舗の販売予測に基づく生産を行っておりますので、該当事項はあり

ません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

長崎ちゃんぽん事業 3,326,983 111.3 

とんかつ事業 1,374,856 108.8 

合計 4,701,839 110.6 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

長崎ちゃんぽん事業 3,073,177 116.9 

とんかつ事業 1,257,688 98.8 

和食事業 58,447 96.4 

建築事業 416,075 94.1 

合計 4,805,389 109.1 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

建築事業 434,882 91.2 ― ― 

合計 434,882 91.2 ― ― 



(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 景気の回復は堅調に推移しているものの、依然として消費は弱いと言われる中、外食現有市場において生き残

るためには、対前年度既存店売上高の確保は至上課題であり、企業の維持・成長のためには新商品戦略や新市場

開拓への取り組みは不可避の状況であります。 

当社グループは、成長戦略の歩みを緩めることなく、2010年２月期をゴールに見据えた第３回中期経営計画の３

つの基本戦略「人財力の拡充」「店舗力の向上」「ブランド力の強化」を忠実に取り組んでまいります。 

① 人財力の拡充 

 (イ) 従来の社員からの応募による社員フランチャイズのみならず、一般公募による外部フランチャイズオーナ

ー募集を推進し、優秀な人財をビジネス・パートナーとして迎え入れ、地元密着の経営による売上拡大を図りま

す。 

 (ロ) 現場店舗の原動力となるべき正社員を、優秀なパート・アルバイトからの登用も含め積極的に採用を進め

てまいります。 

 (ハ) ＱＳＣインストラクター配置による店舗ＱＳＣ（クォリティー・サービス・クリンリネス）社員教育を高

め、マネジメントスキルのボトムアップと、フォロー体制をさらに充実、お客さまに対するサービスレベル向上

を目指します。 

② 店舗力の向上 

 (イ) 新規店舗の計画は、リンガーハット29店舗、浜勝９店舗、合計38店舗を目標として、特にリンガーハット

においては、ショッピングセンター内のフードコート出店の強化を行ないます。 

 (ロ) リンガーハットでは、店舗オペレーションシステムの改善を目的とした厨房改造（ＮＯＳ転換）を主に実

施いたします。 

 (ハ) 浜勝では、朝食メニュー投入店舗を拡大し、朝食時間帯の売上拡大を図ります。また惣菜店舗や「かつ丼

浜かつ」のさらなる展開を見据えた開発を継続いたします。さらに、リンガーハット・浜勝併設店舗における宅

配事業を拡大し、本年度中に20店舗での導入を行ない、新規ビジネスとしての確立を図ります。 

③ ブランド力の強化 

 (イ) リンガーハットキャンペーンテーマ“We are the CHAM－PON”、新キャラクター「ちゃんぽんちゃん」を

策定し、「私たちは、ちゃんぽんNo.１企業として、ちゃんぽんのように皆さまに愛していただけるように、商品

はもちろん、店舗、サービスのすべてにおいて全力で努力していくことをここに誓います」という宣言文の下、

新ブランドキャンペーンを展開してまいります。 

 (ロ) 「冷凍ちゃんぽん」「冷凍皿うどん」を軸に外部販売事業の強化を図ってまいります。 

 (ハ) ＣＳＲ（企業の社会的責任）やコンプライアンス（法令遵守）を強力に推進していくためのプロジェクト

を発足し、金融商品取引法に対応できる内部統制システムを構築してまいります。 

これら３つの企業戦略を実践しながら、引き続き中期経営計画の達成を目指してまいります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

長崎ちゃんぽん事業 25,291,256 101.3 

とんかつ事業 9,985,198 106.3 

和食事業 194,048 99.7 

建築事業 481,974 93.8 

合計 35,952,478 102.5 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

 (1）特定事業への依存と売上高の季節変動について 

 当社グループは創業以来、飲食店の経営を事業としており、当社グループの主だった事業はこの外食事業であり

ます。したがって、当社グループの業績は、外食産業に対する消費者のニーズの変化、当該業界での競争激化の影

響を大きく受ける傾向にあります。 

 また、当社グループの売上高は1年を通して一定ということはなく、季節によって変動する傾向があります。特

に５月のゴールデンウィーク、夏休み及び年末年始の売上高が高くなるため、いわゆる「稼ぎ時」に台風、酷暑、

厳寒などの天候の悪影響が及んだ場合、目論見の売上高・利益を達成できなくなる恐れがあります。 

(2）食の安全と衛生管理について 

 近年、食品を取り巻く環境においては、野菜の残留農薬問題、ＢＳＥ問題、異物混入問題などが発生しておりま

す。当社グループでは、各原材料メーカーから「食品衛生法」「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する

法律（通称、ＪＡＳ法）」「不当景品類及び不当表示防止法（通称、景品表示法）」などの関連諸法規に違反しな

いことを保証する書面を受領するなど、品質管理については万全の体制で臨んでおります。 

 また、当社グループにおいては、ご来店いただくすべてのお客さまに安全な商品を提供するため、保健所の指導

で行っている衛生検査に加えて、当社グループ内に独自に食品衛生チェックのできる体制を強化すべく「品質保証

部」を設置し、策定したクリンリネスマニュアル、指導書に基づき、店舗及び工場内での衛生状態が基準どおり保

たれているかどうかを定期的に確認しております。 

 衛生面については、今後においても十分留意していく方針でありますが、食中毒の発生など、当社固有の衛生問

題にのみならず、近年、消費者の食品の安全性に対する関心が高まっていることにより、仕入先における無認可添

加物の使用などによる食品製造工程に対する不信、同業他社の衛生管理問題などによる連鎖的風評及びＢＳＥ（牛

海綿状脳症=狂牛病）などの社会全般的な問題など、各種の衛生上の問題が発生した場合には、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）敷金・保証金及び建設協力金について 

 当社グループでは多店舗展開を念頭に置いていることから、出店に際しては主に、店舗の土地及び建物を賃借す

る方式で出店しており、出店時に土地所有者に対して、敷金・保証金及び建設協力金などとして資金の差入を行っ

ております。 

 新規出店の際には対象物件の権利関係などの確認を十分に行ってはおりますが、土地所有者である法人、個人が

破綻などの状態に陥り、土地などの継続的使用や債権の回収が困難となった場合には、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

(4）減損会計による損失の発生の可能性について 

 当社グループは、店舗及び生産設備などの資産を保有しており、今後において時価の低下ならびに当該資産の収

益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に、一定の条件の下で回収可能性を反映させるように帳簿

価額を減額する可能性があります。 

(5）自然災害や停電等による影響について 

 当社グループは製造ラインの中断による潜在的なマイナス影響を最小化するために、すべての設備における定期

的な災害防止検査と設備点検を行っております。しかしながら、生産施設で発生する災害、停電またはその他の中

断事項による影響を完全に防止または軽減できる保証はありません。 

 また当社グループで使用される食材は、現在静岡、佐賀及び福岡地区の工場で加工・製造され、営業店舗へ毎日

配送しております。したがいまして、静岡、佐賀及び福岡地区で大規模な地震やその他の操業を中断する事象が発

生した場合、当社グループで使用される食材の生産能力が著しく低下し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。 



(6）個人情報の取り扱いについて 

 当社グループでは営業目的の会員情報のほか、株主及び従業員などの個人情報を取り扱っております。 

 このような個人情報の保護をはじめ、企業の社会的責任に前向きに対応していくため「ＣＳＲ推進室」を設置す

るなど環境の整備を行っておりますが、個人が特定できるすべての情報が含まれるため、今後さらなる情報の洗い

出しや、漏洩しない仕組みづくり、漏洩させない風土づくりに相当のコストがかかることが予想されます。 

 また、万が一情報が漏洩し社会問題になった場合には、行政処分はもとより、顧客の信用を失い、企業イメージ

が失墜し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(7）法的規制について 

 当社グループが属する外食産業においては、主な法的規制としては「食品衛生法」、「浄化槽法」、「消防

法」、「食品リサイクル法」などがあり、さまざまな法的規制のなかで事業が運営されております。 

 近年においては、「牛肉の固体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法（牛肉トレーサビリティ

法）」の施行やパートタイマーの厚生年金適用拡大問題など、新たな法的規制の強化も予想されます。 

 これらの法的規制が変更・強化された場合には、設備投資など、新たな費用が発生することにより、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年４月５日開催の取締役会において当社長崎ちゃんぽん事業をリンガーハットジャパン株式会社

へ、とんかつ事業を浜勝株式会社へ、和食事業を卓袱浜勝株式会社へ会社分割する決議を行い、同年５月25日開催

の定時株主総会において分割計画書が承認され、同年９月１日に会社分割を実施いたしました。 

会社分割の概要は次のとおりであります。 

（１）当該分割の目的 

   事業体固有の営業ノウハウなどの特性と機能を活用し、お客様ニーズなどの市場環境に機動的に対応する

  とともに、明確な権限と責任のもと経営資源を有効活用し、独立した事業体としての収益性向上、グループ 

  としての企業価値の拡大、さらに株主価値の極大化に努めるため。 

（２）当該分割の方法 

    当社を分割会社とし、新設するリンガーハットジャパン株式会社、浜勝株式会社及び卓袱浜勝株式会社に 

   事業を承継させる分社型（物的分割）の新設分割といたしました。  

（３）分割期日 

    平成18年９月１日 

（４）分割に際して発行した株式及び割当 

①リンガーハットジャパン株式会社は、本分割に際して普通株式2,000株を発行し、そのすべてを当社に割当

てた。 

②浜勝株式会社は、本分割に際して普通株式2,000株を発行し、そのすべてを当社に割当てた。 

③卓袱浜勝株式会社は、本分割に際して普通株式600株を発行し、そのすべてを当社に割当てた。 

（５）各分割会社は、次の権利義務を承継した。 

①本件営業に属する資産、負債及びこれに附随する一切の権利義務。 

②分割期日において本件営業に従事している従業員との間の労働契約及びこれに附随する権利義務。 

③当社とＵＩゼンセン同盟フード・サービス部会リンガーハット労働組合との間で別途承継することに合意

した労働協約。 

（６）分割した資産、負債の項目及び金額（平成18年９月１日） 

①リンガーハットジャパン株式会社 

資産 金額（千円） 負債 金額（千円） 

流動資産 477,748 流動負債 825,255 

固定資産 665,517 固定負債 218,010 

合計 1,143,266 合計 1,043,266 



②浜勝株式会社 

③卓袱浜勝株式会社 

（７）当該分割により当社から営業を承継した会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容（平成18 

   年９月１日時点） 

   ①名称 リンガーハットジャパン株式会社 

    住所 長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号 

    代表者の氏名 秋本 英樹 

    資本金 100百万円 

    事業の内容 「長崎ちゃんぽん」の専門店としての飲食店の運営 

   ②名称 浜勝株式会社 

    住所 長崎県長崎市鍛冶屋町6番50号 

    代表者の氏名 岡藤 元義 

    資本金 100百万円 

    事業の内容 「とんかつ」の専門店としての飲食店の運営 

   ③名称 卓袱浜勝株式会社 

    住所 長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号 

    代表者の氏名 篠原 克博 

    資本金 30百万円 

    事業の内容 郷土料理「長崎卓袱」の専門店としての飲食店の運営 

資産 金額（千円） 負債 金額（千円） 

流動資産 248,968 流動負債 282,225 

固定資産 208,244 固定負債 74,987 

合計 457,213 合計 357,213 

資産 金額（千円） 負債 金額（千円） 

流動資産 38,335 流動負債 6,823 

固定資産 6,961 固定負債 8,472 

合計 45,296 合計 15,296 



６【研究開発活動】 

（１）商品開発活動の体制 

  当グループにおける新商品開発は株式会社リンガーハットの「商品開発部」が担当しており、「リンガーハッ

ト」と「とんかつ浜勝」の２業態につき専任担当者をつけて商品開発にあたっております。 

 開発にあたりましては、商品戦略を必要に応じてメイン商品、サイド商品、キッズ商品等の商品群に分け年間商

品開発カレンダーに落とし込み、商品コンセプト策定、消費者ニーズ等の調査、試作、消費者試食、オペレーショ

ン検証と機器開発、自社工場製造ラインテスト、品質保証部による食品衛生チェックを経て、販売を決定する体制

をとっております。 

  麺、ぎょうざ、創作かつをはじめ多くの材料を自社工場で生産するシステムをとり「他社との絶対的な商品の差

別化」を図っている当社グループでは、「商品開発部」と素材調達を担当する「購買部」及び「生産本部」と連携

して商品開発活動を行っております。 

 また、販売に際しては、店舗オペレーションマニュアルの作成と周知、店舗責任者への教育・訓練を「トレーニ

ング部」と連携して行っております。 

（２）商品開発活動の方針 

  「すべてのお客さまに楽しい食事のひとときを心と技術でつくる」という企業ミッションを達成するために、商

品開発におきましては「健康的で高品質な商品を手頃な価格で提供する」ことをその活動基本方針としておりま

す。また多様化する消費者ニーズにお応えするために定期的に行っている消費者調査及び来店客調査から得られる

情報を商品開発活動方針に反映させております。 

 （３）当期における商品開発活動 

  ①長崎ちゃんぽん事業 

  （イ）ちゃんぽん類の開発 

 メイン商品のすべてのベースとなっている長崎ちゃんぽん・皿うどんの継続した品質アップと季節感のあ

る期間限定メニューの新規開発を主に行っております。 

 「野菜が豊富で栄養バランスに優れた長崎ちゃんぽん・皿うどん」は、他の麺類とは一線を画する健康的

な商品と位置づけ、他社が真似のできない健康的で高品質な商品を提供することを目標にしております。 

当連結会計年度では、来店客調査の結果特に人気の高かった季節限定メニュー、担々麺とちゃんぽんとをコ

ラボレートした「からまろちゃんぽん」と冬の定番「かきちゃんぽん」「霜降り白菜ちゃんぽん」をお客さ

まのご意見をもとに改良し販売いたしました。 

 また、ちゃんぽん同様野菜をたっぷり８種類使った「野菜八目冷やしめん」、夏向けちゃんぽんの「夏ち

ゃんぽん～いろどり野菜と、カレーそぼろ。～」、新春の極上素材をふんだんに使ったちゃんぽんの王道と

言える「長崎ちゃんぽんごくうま」を新商品として開発するなど四季折々の商品を販売しております。 

 さらに、ベースの長崎ちゃんぽん・皿うどんは、９月よりそれまでの具材10種類に「たまねぎ」を加え11

種類とし、野菜の量も230gから240gに増量する改良を加えました。 

 （ロ）サイド商品の開発 

 メイン商品のちゃんぽん、皿うどんと一緒に注文しやすく、特色のあるサイド商品の投入を目的に開発し

ております。 

 当連結会計年度では、３月～４月に「えひぎょうざ」と「えびチャーハン」、８月～９月に「鮭レタスチ

ャーハン」、12月に「贅沢とろみチャーハンかに」をそれぞれ販売しております。 

 （ハ）冷凍ちゃんぽん・皿うどんの開発 

 テイクアウト惣菜、コンビニ弁当などのいわゆる中食や、調理済み冷凍食品の市場は今や一大マーケット

となり、外食ビジネスを侵食し続けております。この状況の中で火にかけるだけの簡単調理「冷凍ちゃんぽ

ん」「冷凍皿うどん」を新規開発し自社工場で生産するシステムを構築いたしました。９月より小売業向け

の商品を投入しております。今後も改良を加え積極的にこの分野の新商品開発を進めてまいります。 

上記の結果、当連結会計年度中に長崎ちゃんぽん事業の商品開発に投資した金額は、63,176千円であります。

   ②とんかつ事業 

（イ）とんかつ類の開発 

 豚肉をメインに、チキン、魚介類、野菜のバランスを考慮したかつ類と使用素材に合わせたソース等の調

味料の新規開発と既存商品の改良を主に行っております。 

 当連結会計年度では、４月下旬の「初夏のとんかつ梅しそ巻き」、秋の「帆立貝とヒレ膳～丹波しめじ添

え」の新商品に加え、夏のわさびおろしポン酢等、お召し上がり方の新提案を行いました。 

 また、お子さまに人気のハンバーガーをアレンジし、銘柄豚のオリジナルミンチかつを使った「とんかつ

屋さんのハンバーガー 出島バーガー」をキッズメニューに新規投入いたしました。 



（ロ）朝食メニューの開発 

 朝食時間帯のビジネスポテンシャルは大きく、営業時間の延長のみならず、朝食時間帯のニーズにあった

商品開発が必須となります。ゆったりとした客席でちょっとリッチな気分で食事ができることをコンセプト

に積極的に朝食メニューの開発を進めております。 

 （ハ）惣菜メニューの開発 

 ３月に丼物のイートインを併設した「惣菜テイクアウト専門店」を出店いたしました。その惣菜商品につ

きましては「冷めてもおいしいかつ、温め直しても家庭で揚げるより格段においしいかつ」をコンセプトに

継続して新商品開発を進めております。 

上記の結果、当連結会計年度中にとんかつ事業の商品開発に投資した金額は、22,808千円であります。 

以上、当連結会計年度中に商品開発活動へ投資した金額の合計は、85,984千円であります。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。 

 なお、この連結財務諸表の作成に当たりましては、退職給付引当金、繰延税金資産及び減損損失の計上など一部

将来見積りに基づくものがありますが、これらの見積りは、当社グループにおける過去の実績や現時点での将来計

画に基づき、「退職給付会計に係る会計基準」「税効果会計に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基

準」等に準拠して実施しております。 

(2）当連結会計年度の財政状態の分析 

① 資産 

流動資産は、前連結会計年度に比べ６億76百万円増加しました。これは主に、保有資産の有効活用のため

投資有価証券や賃貸物件の売却により「現金及び預金」が前連結会計年度に比べ３億33百万円増加したこ

と、販売促進のためのツールの増加による貯蔵品の増加及び会社分割により未収消費税等が新たに増加した

こと等によるものであります。 

有形固定資産は、前連結会計年度に比べ２億24百万円減少しました。これは主に、店舗・工場等の減価償

却ならびに賃貸物件を売却したことによります。 

② 負債及び純資産 

流動負債及び固定負債は、前連結会計年度に比べ６億57百万円増加しました。これは主に、設備投資に伴

う借入金の増加により、有利子負債が14億17百万円増加したことによります。 

純資産は、前連結会計年度に比べ６億65百万円減少しました。これは主に、当期純損失により利益剰余金

が減少したこと及び投資有価証券の売却によりその他有価証券評価差額金が減少したことによります。 

(3）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高、売上原価、販売費及び一般管理費及び営業利益 

売上高につきましては、「１ 業績等の概要 (1) 業績」及び「２ 生産、受注及び販売の状況」に記載

したとおりであります。 

売上原価は、前連結会計年度に比べ17億65百万円増加し、104億６百万円となりました。これは主に生産設

備への投資の増加や仕入原価の高騰によるものであり、売上高に対する売上原価の比率は28.9％（前年同期

24.6％）となっております。 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ３億61百万円減少し、253億28百万円となりました。これ

は主に、賞与支給対象期間の変更（「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 追加情

報」）により賞与引当金繰入額が２億88百万円減少したことによるものであります。 

 なお、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更」に記載したとおり、運賃及び補助材料費の会計処理方法の変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、売上原価は９億82百万円増加し、売上総利益ならびに販売費及び一般管理費は同額減少

しております。 

以上の結果、営業利益は前連結会計年度に比べ５億19百万円減少し、２億17百万円となりました。 

② 営業外損益及び経常利益 

金融収入（受取利息及び受取配当金）から金融費用（支払利息）を差引いた金融収支は、前連結会計年度

の64百万円の費用に対し、当連結会計年度は１億円の費用に増加いたしました。これは主に、借入金の増加

に伴なう支払利息の増加によるものであり、インタレスト・カバレッジ・レシオ（利払能力：(営業利益＋受

取利息及び配当金)／支払利息）は、1.9倍（前年同期8.3倍）となりました。 



以上の結果、経常利益は前連結会計年度に比べ５億79百万円減少し、１億46百万円となりました。 

③ 特別損益及び当期純損益 

特別損益は、前連結会計年度の２億33百万円の費用（純額）から23百万円の利益(純額) に増加いたしまし

た。 

これは主に、投資有価証券売却益５億26百万円を計上したことによります。  

以上の結果、当期純損失は１億49百万円（前年同期は１億23百万円の当期純利益）となりました。 

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金の源泉は、「現金及び現金同等物」と「営業活動によるキャッシュ・フロー」であります。

 一方、当社グループの主な運転資金需要は、当社グループ販売商品に係る原材料費、店舗運営に係る人件費及び

店舗オーナーへの支払賃借料等であり、主な設備投資需要は、新規出店及び店舗改修に係る投資資金であります。

したがいまして、運転資金と設備投資資金については、営業キャッシュ・フローで充当することを基本とし、必

要に応じて資金調達を実施しております。 

なお、当連結会計年度は、財務基盤安定化ための資金調達を実施した結果、当連結会計年度末の「現金及び現金

同等物」は、前連結会計年度末に比べ４億39百万円増加し、16億42百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループは、当連結会計年度27店舗の出店、68店舗の改造・改装及び１店舗の業態転換に伴い、27億30百万円

（前年比10.1％減）の設備投資を実施いたしました。 

長崎ちゃんぽん事業においては、新規出店22店舗及び62店舗の改造・改装に17億32百万円、既存店の設備購入に１

億85百万円、工場設備の更新に２億98百万円、その他１億11百万円の設備投資を実施いたしました。 

とんかつ事業においては、新規出店５店舗及び５店舗の改造・改装に２億76百万円、既存店の設備購入に83百万

円、工場設備の更新に２百万円、その他10百万円の設備投資を実施いたしました。 

和食事業においては、既存店の設備に22百万円の設備投資を実施いたしました。 

建築事業においては、事務所設備に８百万円の設備投資を実施いたしました。 

 上記設備投資額には、有形固定資産、無形固定資産のほか店舗新規出店等に係る敷金、差入保証金及び建設協力金

への投資額も含めております。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。なお、金額には

消費税等を含んでおりません。 

２．従業員数の[ ]は臨時雇用者数であり、期中平均雇用人数（１ヶ月 165時間換算）を外数で表示しており

ます。 

３．上記の他、主要な賃借及びリース設備として以下のものがあります。 

(1)提出会社 （平成19年２月28日現在） 

事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額 

従業 
員数 
(人) 

建物及び
構築物 
（千円） 

機械装 
置及び 
運搬具 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円）

合計 
（千円） 

佐賀工場 

(佐賀県神埼郡) 

長崎ちゃ

んぽん 
生産設備 426,251 157,839 

382,242 

(22,747.28) 
38,353 1,004,686 

8 

[130]

鳥栖分工場 

(佐賀県鳥栖市) 

長崎ちゃ

んぽん・

とんかつ 

生産設備 30,978 4,850 
26,122 

(2,219.00) 
4,716 66,667 

2 

[37]

富士小山工場 

(静岡県駿東郡) 

長崎ちゃ

んぽん・

とんかつ 

生産設備 444,968 246,259 
650,952 

(22,007.18) 
28,833 1,371,013 

9 

[111]

東京本社 

(東京都港区)ほか 

長崎ちゃ

んぽん・

とんかつ 

・和食 

その他設備 137,610 1,108 
827,750 

(19,369.56) 
111,480 1,077,950 

57 

[17]

福岡本社  

(福岡県福岡市

博多区) 

長崎ちゃ

んぽん・

とんかつ 

・和食 

その他設備 147,571 2,869 
―  

(―) 
7,031 157,472 

44 

[11]

太宰府工場 

(福岡県太宰府市) 
とんかつ 生産設備 13,637 8,691 

― 

(―) 
12,604 34,933 

5 

[59]

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 土地の面積(㎡) 
年間賃借料 
（千円） 

年間リース料 
（千円） 

佐賀工場  

（佐賀県神崎郡） 
長崎ちゃんぽん 生産設備 ― ― 78,601 

太宰府工場 

(福岡県太宰府市) 
とんかつ 生産設備 544.00 22,651 ― 

福岡本社 

(福岡県福岡市

博多区)  

長崎ちゃんぽん 

・とんかつ・和

食 

電算情報処理設備 ― 31,090 28,268 

東京本社 

 （東京都港区） 

長崎ちゃんぽん 

・とんかつ・和食 
電算情報処理設備 ― 49,200 5,638 



 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。なお、金額には消

費税等を含んでおりません。 

２．従業員数の[ ]は臨時雇用者数であり、期中平均雇用人数（１ヶ月 165時間換算）を外数で表示しておりま

す。 

３．上記＜ ＞内の金額は外数で示しており、すべて提出会社から賃借している設備であります。 

(3)在外子会社 

 該当事項はありません。 

(2)国内子会社 (平成19年２月28日現在) 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業 
員数 
(人) 

建物及び構築
物 

（千円） 

機械装置
及び運搬
具 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

リンガーハット

ジャパン㈱ 

長崎宿町店 

(長崎県長崎市)

ほか418店舗 

長崎ちゃ

んぽん 

営業用設

備  

― 

 ＜4,727,044＞

58,696 

  

― 

 ＜3,046,636＞

453,732 

  

512,429 

 ＜7,773,681＞

323 

[3,579] 

浜勝㈱ 

本店(長崎県長

崎市)ほか100店

舗  

とんかつ 営業用設備 
― 

＜1,937,418＞

10,711 

  

― 

 ＜789,844＞

137,671 

  

148,382 

 ＜2,727,263＞

108 

[1,309] 

卓袱浜勝㈱ 
長崎卓袱浜勝

(長崎県長崎市) 
和食 営業用設備 

― 

 ＜79,604＞

28 

  

― 

 ＜43,552＞

2,458 

  

2,486 

 ＜123,156＞

4 

[22] 

リンガーハット

開発㈱ 

本社 

(福岡県福岡

市博多区) 

建築 営業用設備 20,249 ― 
909,043 

(7,787.39)
11,044 940,337 

31 

[7] 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 設備計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当っては、グループ会議において提出

会社を中心に調整を図っております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等の計画は次のとおりであります。 

(1）新設 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）改修 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

（3）除却等 

 経常的な設備の更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額
（千円）

着手 完了 

㈱リンガーハット 

リンガーハット 

サティ東岸和田店 

ほか28店舗  

大阪府岸和田

市ほか 
長崎ちゃんぽん 営業用設備 1,591,000 269,817 

自己資金及

び借入金 

平成19年

３月  

平成20年

２月  
6.3％ 

㈱リンガーハット 

浜勝大分別府店 

ほか８店舗 

大分県別府市

ほか 
とんかつ 営業用設備 630,000 ― 

自己資金及

び借入金 

平成19年

３月 

平成20年

２月  
8.2％ 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額
（千円）

着手 完了 

㈱リンガーハット

リンガーハット 

柏松ヶ崎店ほか 

千葉県柏市 

ほか 
長崎ちゃんぽん 営業用設備 500,000 34,935 

自己資金及

び借入金 

平成19年

３月 

平成20年

２月 
― 

㈱リンガーハット 

浜勝福岡前原店 

ほか 

福岡県前原市

ほか 
とんかつ 営業用設備 115,000 ― 

自己資金及び

借入金 

平成19年

３月 

平成20年

２月 
― 

㈱リンガーハット 

佐賀工場ほか 

３工場 

佐賀県神埼郡

ほか 

長崎ちゃんぽ

ん・とんかつ 
生産設備 260,000 ― 

自己資金及

び借入金 

平成19年

３月 

 平成20年

２月 
― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 46,000,000 

計 46,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年２月28日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年５月25日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 21,927,972  同左 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

福岡証券取引所 

－ 

計 21,927,972  同左 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

(3）【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成17年５月25日定時株主総会決議 

 
事業年度末現在 

（平成19年２月28日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年４月30日） 

新株予約権の数（個） 6,201 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 620,100 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,339 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月１日 

至 平成22年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     1,339 

資本組入額     670 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(イ)新株予約権の割当てを

受けた者（以下「新株予約

権者」という。）は権利行

使時においても、当社又は

当社子会社の取締役、監査

役、顧問又は従業員その他

これに準ずる地位にあるこ

とを要す。ただし、任期満

了による退任、定年退職そ

の他これに準ずる正当な理

由のある場合はこの限りで

はない。 

(ロ)その他の条件について

は、第41期定時株主総会及

び取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役及び従業

員との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定める

ところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は取締役会の承認を要する

ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   ―   ―  



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）新株引受権の行使による増加であります。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）自己株式 1,723,871 株は「個人その他」に17,238単元、「単元未満株式の状況」に71株含めて記載しておりま

す。 

(6）【大株主の状況】 

（注）１. 上記のほか、自己株式が1,723千株あります。 

２. 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数994千株は、信託業務に係る株式数でありま

す。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年２月28日 

(注) 
1 21,911 564 5,019,938 626 5,032,205 

平成17年２月28日 

(注) 
16 21,927 9,024 5,028,962 10,025 5,042,231 

  平成19年２月28日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 39 16 165 23 7 12,641 12,891 － 

所有株式数

（単元） 
－ 55,900 226 60,984 449 21 101,117 218,697 58,272 

所有株式数の

割合（％） 
－ 25.57 0.10 27.89 0.20 0.01 46.23 100.00 － 

  平成19年２月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ヨネハマホールディングス有限会社 福岡県福岡市南区長住5－8－28 3,400 15.50 

株式会社十八銀行 長崎県長崎市銅座町1－11 1,004 4.58 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海1－8－1 994 4.53 

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海1－8－12 629 2.87 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 535 2.44 

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋3－7－1 527 2.40 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 492 2.24 

米濵鉦二 東京都港区 357 1.62 

株式会社福岡銀行 福岡県福岡市中央区天神2－13－1 348 1.58 

麒麟麦酒株式会社 東京都中央区新川2－10－1 332 1.51 

計 － 8,622 39.32 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成19年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  1,723,800  
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,145,900 201,459 ― 

単元未満株式 普通株式   58,272 ― 一単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 21,927,972 ― ― 

総株主の議決権 ― 201,459 ― 

  平成19年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

株式会社リンガーハット 

長崎県長崎市鍛冶屋

町６番50号 
1,723,800 － 1,723,800 7.86 

計 － 1,723,800 － 1,723,800 7.86 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役及び従業員に

対して付与することを、平成17年５月25日の第41期定時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

決議年月日 平成17年５月25日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役         ７ 

当社執行役員        11 

当社従業員及び臨時雇用者  670 

子会社取締役        １ 

子会社執行役員       １ 

子会社従業員        28 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

700,000株を上限とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行なう場合、次の

算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使さ

れていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ

行なわれ、調整の結果生じる１株未満の端数については、

これを切捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行な

い、本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割もしくは吸収合併を行なう場合、当社は必要と認める株

式数の調整を行なう。 

新株予約権の行使時の払込金額 

新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新

株予約権の行使により発行する株式１株当たりの払込金額

（以下「行使価額」という）に各新株予約権の目的たる株

式の数を乗じた金額とする。 

行使価額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月

の各日（取引が成立しない日を除く）の東京証券取引所に

おける当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金

額（１円未満の端数は切上げる）とする。 

ただし、当該金額が新株予約権発行日の終値（取引が成

立しない場合はその前日の終値）を下回る場合は、当該終

値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合

を行なう場合、次の算式により行使価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切上げる。 

調整後行使価額＝調整前行使価額×１ 

÷分割・併合の比率 

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併

する場合、会社分割を行なう場合、資本減少を行なう場

合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要と

する場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行使

価額を調整するものとする。 

新株予約権の行使期間 平成19年６月１日から平成22年５月31日まで 

 



新株予約権の行使の条件 

ａ．対象者は、新株予約権の行使時において、当社又は当

社子会社の取締役、監査役、顧問または従業員その他

これらに準ずる地位にあることを要す。ただし、対象

者が任期満了に伴う退任及び定年退職、その他これに

準ずる正当な理由のある場合はこの限りではない。 

ｂ．新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、対象

者の相続人がこれを行使できるものとする。 

ｃ．その他権利行使に関する条件については、本定時株主

総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者と

の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるもの

とする。 

新株予約権の消却 

当社は、新株予約権の割当を受けた者が上記「新株予約

権の行使の条件」に定めるところにより権利を行使する条

件に該当しなくなった場合及び新株予約権を喪失した場合

には、その新株予約権を消却することができる。 

この場合、当該新株予約権は無償で消却するものとす

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する

ものとする。 

代用払込みに関する事項  ―――― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   ―――― 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得並びに会社

法第155条第7号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には平成19年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式数は含まれておりません。  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式数には平成19年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増請

求による売渡の株式数は含まれておりません。   

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 2,348 3,465,385 

当期間における取得自己株式 433 629,163 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の買増請求による売渡） 
303 339,338 10 14,700 

保有自己株式数 1,723,871 － 1,724,294 － 



３【配当政策】 

 当社は、効率的な経営体制の整備と積極的な店舗展開により、継続的かつ強固な収益基盤を確立することで、株主

へ安定した利益還元を行うことと、企業の成長を最優先として経営にあたっております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

これら剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき普通株式１株当たり10円（中間配当５円、期末配当５円）の配当を

実施することを決定いたしました。 

 内部留保資金につきましては、新規出店、既存店の改造・改装及び工場設備の投資等のほか、ブランド力強化のた

めのＰＲ・ＩＲ活動費として充当していきたいと考えております。 

 また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

なお、第43期の剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 

  

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

(円) 

平成18年10月５日 

取締役会決議 
101,025 5 

平成19年５月24日 

定時株主総会決議  
101,020 5 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 

最高（円） 1,263 1,200 1,230 1,737 1,628 

最低（円） 1,016 983 1,100 1,154 1,384 

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 

最高（円） 1,545 1,528 1,484 1,509 1,554 1,554 

最低（円） 1,461 1,460 1,400 1,471 1,465 1,452 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長   米濵 和英 昭和18年12月１日生 

昭和39年３月 ㈱浜かつ(昭和48年４月㈱浜勝

に、昭和57年８月㈱リンガー

ハットに商号変更)設立に参画 

昭和40年４月 ㈱浜かつ取締役就任 

昭和51年８月 ㈱浜勝(昭和57年８月㈱リンガ

ーハットに商号変更)代表取締

役社長就任 

平成13年５月 リンガーハット開発㈱代表取

締役会長就任 

平成17年５月 当社代表取締役会長就任 

  リンガーハット開発㈱取締役

就任(現) 

平成18年５月 当社取締役会長就任(現)  

（注)４ 36 

取締役社長 

(代表取締役) 
  八木 康行 昭和26年１月19日生 

昭和49年４月 日本マクドナルド㈱（現 日本

マクドナルドホールディング

ス㈱）入社 

平成14年３月 同社代表取締役社長兼ＣＯＯ

就任 

平成16年９月 当社顧問就任 

平成17年５月 当社代表取締役社長就任(現) 

平成17年５月 リンガーハット開発㈱代表取

締役会長就任(現) 

平成18年９月 リンガーハットジャパン㈱取

締役就任(現) 

平成18年９月 浜勝㈱取締役就任(現) 

平成18年９月 卓袱浜勝㈱取締役就任(現) 

（注)４ 20 

専務取締役 

（代表取締役） 

営業本部長 

兼マーケティ

ング本部長 

秋本 英樹 昭和29年４月６日生 

昭和53年４月 ㈱浜勝(現㈱リンガーハット)

入社 

平成９年３月 当社東日本第２営業部長就任 

平成10年２月 当社東日本営業本部長代行兼

東日本第２営業部長就任 

平成10年５月 当社取締役東日本営業本部長

就任 

平成13年５月 当社執行役員東日本営業本部

長就任 

平成14年２月 当社執行役員東日本営業事業

部長就任 

平成14年５月 当社取締役東日本営業事業部

長就任 

平成14年９月 当社取締役生産事業部長就任 

平成15年12月 当社取締役営業本部長就任 

平成17年３月 当社取締役営業本部長兼マー

ケティング本部長就任 

平成17年５月 当社専務取締役営業本部長兼

マーケティング本部長就任 

平成18年５月  当社代表取締役専務営業本部

長兼マーケティング本部長就

任（現） 

平成18年９月 リンガーハットジャパン㈱代

表取締役社長就任(現) 

平成18年９月 浜勝㈱取締役就任(現) 

平成18年９月 卓袱浜勝㈱取締役就任(現) 

（注)４ 5 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

常務取締役 管理本部長 八幡 和幸 昭和30年９月29日生 

昭和53年４月 ㈱浜勝(現㈱リンガーハット)

入社 

平成６年１月 当社経理部長就任 

平成10年５月 当社取締役管理本部長就任 

平成12年１月 当社取締役商品本部長就任 

平成13年６月 当社執行役員購買担当就任 

平成14年９月 当社執行役員浜勝事業部長就

任 

平成15年12月 当社執行役員管理本部長就任 

平成16年５月 当社取締役管理本部長就任 

平成16年５月 リンガーハット開発㈱取締役

就任（現）  

平成17年５月 当社常務取締役管理本部長就

任（現） 

平成18年９月 リンガーハットジャパン㈱取

締役就任(現) 

平成18年12月 浜勝㈱代表取締役社長就任

(現) 

（注)４ 5 

取締役 生産本部長 前田 泰司 昭和29年１月12日生 

昭和53年４月 ㈱浜勝(現㈱リンガーハット)

入社 

平成10年10月 同社福岡工場長就任 

平成10年11月 同社社長室NPS推進担当就任 

平成11年３月 同社太宰府工場長就任 

平成11年５月 同社取締役太宰府工場長就任 

平成13年２月 当社取締役就任 

平成13年５月 当社執行役員生産本部長就任 

平成14年２月 当社執行役員生産事業部長就

任 

平成14年５月 当社取締役生産事業部長就任 

平成14年９月 当社取締役東日本営業事業部

長就任 

平成15年12月 当社取締役生産本部長就任

（現） 

（注)４ 3 

取締役 開発本部長 鎌田 武紀  昭和30年９月18日生  

昭和53年４月 ㈱浜勝(現㈱リンガーハット)

入社 

平成４年２月 当社経理部財務担当部長就任 

平成５年１月 当社購買部長就任  

平成８年３月 当社佐賀工場長就任  

平成10年10月 当社商品本部長兼購買部長就

任  

平成11年５月 当社取締役商品本部長就任  

平成13年６月 当社執行役員購買担当就任 

平成18年９月 当社上級執行役員開発本部長

就任 

平成19年５月 当社取締役開発本部長就任

(現)  

（注)４ 2 

取締役   米濵 鉦二 昭和13年１月17日生 

昭和39年１月 ㈱日立製作所入社 

昭和40年４月 ㈱浜かつ(昭和48年４月㈱浜勝

に、昭和57年８月㈱リンガー

ハットに商号変更)監査役就任 

昭和49年３月 ㈱浜勝(昭和57年８月㈱リンガ

ーハットに商号変更)入社 

昭和51年８月 ㈱浜勝(現㈱リンガーハット)

代表取締役副社長就任 

昭和54年４月 ㈱浜勝(現㈱リンガーハット)

代表取締役会長就任 

平成13年５月 リンガーハット開発㈱取締役

就任 

平成15年５月 当社取締役就任（現） 

（注)４ 357 

 



（注）１．取締役の志水洵一は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役東富士男、増山晴英は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．非常勤取締役米濵鉦二は、取締役会長米濵和英の兄であります。 

４．平成19年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

５．平成16年５月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６．平成19年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

７．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

執行役員９名のうち業務執行役員は７名で、情報システム部長内田智明、マーケティング部担当楠山福美、商品

開発部長上野賢治、生産本部副本部長兼ＲＮＰＳ推進室長山崎繁樹、総務人事部長柿平茂、ＣＳＲ推進室長兼品

質保証部担当深浦義輝、購買部長山口雅彦であり、技術執行役員２名は浜勝商品開発担当古川 晃、生産技術部

長三宅典洋であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役   志水 洵一 昭和７年12月22日生 

昭和30年４月 ㈱博報堂入社 

平成３年２月 同社取締役副社長就任 

平成13年10月 日本マクドナルド㈱入社 

平成16年１月 財団法人ドナルド・マクドナ

ルド・ハウス・チャリティー

ズ・ジャパン専務理事就任 

平成18年５月 当社取締役就任(現) 

（注)４ － 

常勤監査役   閑 敏郎 昭和25年９月21日生 

昭和48年４月 社団法人日本給食指導協会入

社 

昭和51年２月 ㈱浜勝(現㈱リンガーハット)

入社 

平成７年２月 当社東京営業管理部長就任 

平成11年５月 ㈱浜勝(現㈱リンガーハット)

常勤監査役就任 

平成13年３月 当社常勤監査役就任(現) 

平成13年５月 リンガーハット開発㈱監査役

就任(現)  

（注)５ 8 

監査役   東 富士男 昭和14年12月31日生 
昭和45年４月 弁護士開業(現) 

平成13年５月 当社監査役就任(現) 
（注)５ ― 

監査役   増山 晴英 昭和19年１月12日生 

昭和42年４月 ㈱三菱銀行（現㈱三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）入行 

平成５年５月 同社法人業務部長就任 

平成７年６月 ㈱テクノ菱和常務取締役就任 

平成15年６月 同社取締役退任 

平成15年６月 ㈱アイネス常勤監査役就任

(現) 

平成18年４月 同社買収防衛策導入による独

立委員会委員就任(現) 

平成19年５月 当社監査役就任(現) 

（注)６ ― 

        計   436 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスの目的は、経営の健全性と透明性を維持し、効率的な経営を行うことにより株

主利益を保護することであります。企業経営における執行と監督の機能の分離、取締役会における株主利益の観点

に立った経営を監督する機能を充実させるため、利害関係を有しない独立した社外取締役の登用、株主などに対す

る企業経営に関する十分な質と量の情報開示及び説明責任などを実行しなければならないと考えております。 

（２）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社の取締役会は、取締役８名（うち社外取締役１名）で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務

の執行を監督する権限を有しており、「企業は社会の公器」という基本理念に基づき、社外取締役の導入や、コー

ポレート・ガバナンスの強化に取り組んでまいりました。なお、取締役の任期は取締役会の体制構築を目的とし２

年としております。 

  平成13年度より、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また各事業分野の責任体制を明

確にすることを目的とした執行役員制度を導入しております。執行役員は９名で、取締役会は、経営案件につい

て、スピーディーで戦略的な意思決定と健全で適切なモニタリングの両立を行うべく、戦略の決定と事業の監督に

集中することとし、執行責任を負う「役員」との機能分担の明確化を図っております。さらに同年より、取締役会

の監督機能によるコーポレート・ガバナンスの実効性を高めるために社外取締役を選任しております。 

  また、平成17年度より、ＣＳＲ推進室を新設し、コンプライアンス体制をなお一層強化するとともに、さらなる

取締役会及び経営会議の機能強化のため、週１回の頻度で常勤取締役による常勤役員会を開催し、情報交換と課題

の明確化を図っております。 

  さらに、平成18年９月１日付をもって会社分割を実施し持株会社制へ移行することにより、事業に関する権限を

それぞれの事業子会社に委譲し、持株会社である当社はグループ全体に係る意思決定に特化し、よりスピーディー

な戦略対応が可能となっております。 

  当社は、監査役及び社外監査役によって構成される監査役会を設置しております。 

  監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、コーポレート・ガバナンスのあり方とその運営状

況を監視し、取締役の職務の執行を含む経営の日常的活動の監査を行っております。また、監査役は株主総会や取

締役会への出席や、取締役、執行役員、従業員及び会計監査人からの報告収受をはじめとする法律上の権限行使の

ほか、特に常勤監査役は、重要な経営会議への出席や事業所への往査など、実効性あるモニタリングに取り組むと

ともに会計監査人である新日本監査法人との密接な連携のもと、取締役及び執行役員の業務執行を監査しておりま

す。 



なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制の状況を図によって示すと次のとおりであります。 



（３）会計監査の状況 

会計監査につきましては、新日本監査法人と監査契約を締結しております。当期において、業務を執行し

た公認会計士は次のとおりであります。 

（注）継続監査年数については、７年を超える者がおりませんので記載を省略しております。 

なお、当社の会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。 

 公認会計士３名 会計士補等４名 

 また、当社と会計監査人新日本監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に

定める最低責任限度額としております。  

（４）会社と社外取締役及び社外監査役との関係   

当社の社外監査役東富士男氏は当社の顧問弁護士事務所の所長であります。 

また、当社の社外取締役志水洵一氏及び社外監査役増山晴英氏と当社との間には利害関係を有しておりません。

 なお、当社と社外取締役並びに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役並びに各

社外監査役ともに、法令の定める最低責任限度額としております。  

（５）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社では当事業年度において13回の取締役会を開催し、経営に関する重要事項を決定するとともに業務執行状況

を監督しております。また、監査役会を６回実施し、内部統制の強化に努めております。 

さらに取締役会及び経営会議の機能強化のため、週１回の頻度で、常勤取締役による常勤役員会を開催し、議題

の充実と課題の明確化を図っております。 

（６）当社の取締役及び監査役に当事業年度に支払った役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬 

①取締役及び監査役に支払った報酬等の額 

（注）１.上記のほか退任取締役１名に対し2,120千円の退職慰労金を支給しております。 

 （注）２.人数は延べ人数であります。 

②会計監査人に対する報酬等の額 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

指定社員・業務執行社員 
奥村 勝美 

 新日本監査法人 
東 能利生 

区分 
人数 
（名） 

当期支払額 
（千円） 

取締役 9 142,845 

（うち社外取締役）  (2) (3,315) 

監査役  3 19,590 

（うち社外監査役） (2) (5,340) 

区分 
当期に支払うべき報酬等の額 

（千円） 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づ

く報酬 
21,000 

それ以外の報酬 ― 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）の財務諸表並びに当連結会計年

度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成18年３月１日から平成19年

２月28日まで）の財務諸表について新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年2月28日） 
当連結会計年度 

（平成19年2月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     1,352,995     1,686,410  

２．売掛金     128,982     142,737  

３．たな卸資産     295,979     417,889  

４．前払費用     270,264     299,782  

５．繰延税金資産     191,688     153,897  

６．その他     146,784     366,626  

 貸倒引当金     －     △4,033  

流動資産合計     2,386,695 9.5   3,063,310 12.2 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

（1）建物及び構築物 ※1 18,864,200     19,526,797    

減価償却累計額   11,436,034 7,428,166   11,715,722 7,811,075  

（2）機械装置及び運搬具 ※1 1,243,579     1,223,580    

減価償却累計額   676,048 567,530   728,871 494,708  

（3）土地 ※1   6,152,730     5,651,979  

（4）建設仮勘定     154,075     192,962  

（5）その他 ※1 4,427,111     4,015,545    

減価償却累計額   3,510,191 916,919   3,171,079 844,465  

有形固定資産合計     15,219,422 60.5   14,995,192 59.7 

２．無形固定資産     239,599 1.0   371,316 1.5 

３．投資その他の資産              

（1）投資有価証券     1,032,405     334,071  

（2）差入保証金     1,009,748     1,045,321  

（3）建設協力金     1,397,003     1,204,847  

（4）敷金     2,909,401     2,986,201  

（5）繰延税金資産     675,191     794,547  

（6）その他     270,986     370,288  

貸倒引当金     －     △33,130  

投資その他の資産合計     7,294,738 29.0   6,702,147 26.6 

固定資産合計     22,753,760 90.5   22,068,656 87.8 

資産合計     25,140,455 100.0   25,131,967 100.0 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年2月28日） 
当連結会計年度 

（平成19年2月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     569,472     595,998  

２．短期借入金 ※1   3,880,000     4,050,000  

３．一年以内返済予定の長
期借入金 

※1   1,849,764     2,814,146  

４．未払費用     838,092     799,564  

５．未払法人税等     378,392     71,075  

６．未払消費税等     107,124     283,914  

７．賞与引当金     305,191     －  

８．その他     1,054,423     839,113  

流動負債合計     8,982,460 35.7   9,453,812 37.6 

Ⅱ 固定負債              

１．長期未払金     －     447,600  

２．長期借入金  ※１   3,887,330     4,170,416  

３．退職給付引当金     551,434     522,664  

４．役員退職慰労引当金     402,070     －  

５．預り保証金     302,949     188,917  

固定負債合計     5,143,783 20.5   5,329,598 21.2 

負債合計     14,126,243 56.2   14,783,410 58.8 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     － －   － － 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   5,028,962 20.0   － － 

Ⅱ 資本剰余金     5,044,433 20.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金     2,529,415 10.1   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    339,162 1.3   － － 

Ⅴ 自己株式  ※３   △1,927,762 △7.7   － － 

資本合計     11,014,211 43.8   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    25,140,455 100.0   － － 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年2月28日） 
当連結会計年度 

（平成19年2月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 5,028,962 20.0 

２．資本剰余金  － － 5,044,552 20.1 

３．利益剰余金  － － 2,177,990 8.7 

４．自己株式  － － △1,930,888 △7.7 

  株主資本合計  － － 10,320,616 41.1 

Ⅱ 評価・換算差額等    

その他有価証券評価差
額金 

 － － 27,939 0.1 

評価・換算差額等合計  － － 27,939 0.1 

純資産合計  － － 10,348,556 41.2 

負債純資産合計  － － 25,131,967 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     35,067,384 100.0   35,543,956 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,640,649 24.6   10,406,402 29.3 

売上総利益     26,426,735 75.4   25,137,554 70.7 

Ⅲ その他の営業収入     － －   408,521 1.2 

営業総利益     － －   25,546,075 71.9 

Ⅳ 販売費及び一般管理費  ※１            

１．給料手当   11,005,241     11,332,463    

２．賞与引当金繰入額   288,117     －    

３．退職給付費用   118,289     84,018    

４．役員退職慰労引当金繰
入額 

  29,176     18,360    

５．賃借料   3,690,073     3,837,002    

６．水道光熱費   1,702,496     1,851,260    

７．減価償却費   1,260,056     1,298,233    

８．その他   7,596,756 25,690,208 73.3 6,907,625 25,328,964 71.3 

営業利益     736,527 2.1   217,111 0.6 

Ⅴ 営業外収益              

１．受取利息   18,247     16,225    

２．受取配当金   8,430     8,831    

３．受取賃貸料   55,855     27,738    

４．その他   16,690 99,223 0.3 26,430 79,226 0.2 

Ⅵ 営業外費用              

１．支払利息   91,367     125,467    

２．その他   18,790 110,158 0.3 24,796 150,264 0.4 

経常利益     725,593 2.1   146,073 0.4 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※２ 2,797     －    

２．投資有価証券売却益   －     526,373    

３．役員保険解約返戻益   2,767     －    

４．貸倒引当金戻入益   10,598     －    

５．その他   100 16,263 0.0 22,187 548,560 1.6 

Ⅷ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※３ 383     10,131    

２．固定資産除却損 ※４ 201,777     289,866    

３．退店による損失   11,702     78,470    

４．投資有価証券評価損    437     －    

５．貸倒引当金繰入額   －     33,130    

６．台風による災害損害金   13,080     12,528    

７．リース契約中途解約損   －     19,437    

８．その他   22,402 249,783 0.7 81,633 525,199 1.5 

税金等調整前当期純利益     492,072 1.4   169,435 0.5 

法人税、住民税及び事業
税 

  289,100     190,280    

法人税等調整額   79,293 368,394 1.0 128,523 318,804 0.9 

当期純利益又は当期純損
失（△） 

    123,678 0.4   △149,369 △0.4 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 （注）平成18年５月定時株主総会における利益処分項目であります。 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     5,044,423 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

自己株式処分差益   9 9 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     5,044,433 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,617,816 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益     123,678

Ⅲ 利益剰余金減少高      

配当金   212,079 212,079 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     2,529,415 

       

 
株主資本 

評価・換算 
差額等 

純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 
その他有価証券
評価差額金 

平成18年２月28日  
残高（千円） 

5,028,962 5,044,433 2,529,415 △1,927,762 10,675,049 339,162 11,014,211 

連結会計年度中の 
変動額              

剰余金の配当
（注） 

    △101,030   △101,030   △101,030 

剰余金の配当     △101,025   △101,025   △101,025 

当期純損失     △149,369   △149,369   △149,369 

自己株式の取得       △3,465 △3,465   △3,465 

自己株式の処分   118   339 458   458 

株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額（純
額） 

        － △311,222 △311,222 

連結会計年度中の 
変動額合計（千円） 

－ 118 △351,425 △3,126 △354,432 △311,222 △665,655 

平成19年２月28日  
残高（千円） 

5,028,962 5,044,552 2,177,990 △1,930,888 10,320,616 27,939 10,348,556 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   492,072 169,435 

減価償却費   1,467,592 1,535,457 

賞与引当金の増加・減少(△)額   22,325 △305,191 

退職給付引当金の増加・減少(△)額   7,373 △28,769 

役員退職慰労引当金の増加・減少(△)額   22,576 △402,070 

貸倒引当金の増加・減少(△)額   △10,598 37,163 

受取利息及び受取配当金   △26,677 △25,057 

支払利息   91,367 125,467 

投資有価証券売却益   － △526,373 

有形固定資産売却益   △2,797 － 

有形固定資産売却損   383 10,131 

有形固定資産除却損   201,777 289,866 

退店による損失   583 36,960 

売上債権の増加(△)・減少額   10,893 △13,754 

 たな卸資産の増加(△)額   △41,619 △121,910 

 仕入債務の増加額   71,827 26,525 

 未払消費税等の増加・減少(△)額   △112,460 7,048 

 その他の流動資産の増加(△)・減少額   19,140 △54,666 

 その他の流動負債の増加・減少(△)額   250,934 △241,096 

 長期未払金の増加額   － 447,600 

 預り保証金の減少(△)額    － △114,031 

 その他   437 9,354 

小計   2,465,132 862,090 

利息及び配当金の受取額   9,043 9,210 

利息の支払額   △96,393 △147,737 

法人税等の支払額   △192,531 △420,137 

営業活動によるキャッシュ・フロー   2,185,251 303,425 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の預入れによる支出   △18,597 △13,550 

定期預金払戻による収入   133,212 120,000 

有形固定資産の取得による支出   △2,900,985 △2,395,598 

有形固定資産の売却による収入   4,112 753,508 

投資有価証券の取得による支出   － △259,484 

投資有価証券の売却による収入   － 962,891 

建設協力金等の貸付けによる支出   △329,400 △322,857 

建設協力金等の回収による収入   329,649 310,042 

その他   83,375 △230,917 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,698,633 △1,075,965 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純増加額   680,000 170,000 

長期借入れによる収入   2,400,000 3,400,000 

長期借入金の返済による支出   △1,531,045 △2,152,532 

自己株式の売却による収入   85 458 

自己株式の取得による支出   △1,151,179 △3,465 

配当金の支払額   △212,079 △202,056 

財務活動によるキャッシュ・フロー   185,781 1,212,404 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額   △327,600 439,864 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,530,546 1,202,945 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   1,202,945 1,642,810 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社１社、リンガーハット開発株式

会社を連結の範囲に含めております。 

なお、前連結会計年度において連結子

会社でありましたレック株式会社及びリ

ンガーハット情報システム株式会社は、

平成17年３月１日をもって当社に吸収合

併しております。また、「和食」事業に

属しておりました青島棱閣発展食品有限

公司（チンタオリンガーハッテンショク

ヒン）は、平成17年12月16日をもって清

算しております。 

子会社４社は全て連結の範囲に含めて

おります。 

連結子会社名 

 リンガーハットジャパン株式会社 

 浜勝株式会社 

 卓袱浜勝株式会社 

 リンガーハット開発株式会社 

なお、当社は平成18年９月１日付をも

って会社分割を実施し持株会社制へと移

行し、リンガーハットジャパン(株)、浜

勝(株)及び卓袱浜勝(株)を設立しており

ます。 

２．持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社及び関連会社に該当する

会社はありません。 

同   左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

  連結子会社１社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。 

  連結子会社４社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

   

有価証券 

  

  

        

その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

  

        

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同   左 

たな卸資産 主として月別移動平均法による原価法

を採用しております。 

同   左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

   

有形固定資産  定率法（ただし、平成10年４月１日以降

取得の建物及び建物付属設備(建物とみな

される造作物のみ)については定額法）を

採用しております。 

 なお、平成11年３月１日以降取得した取

得価額10万円以上20万円未満の資産につい

ては、３年間で均等償却する方法を採用し

ております。 

 また、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

 同   左 

  建物及び構築物 10 ～ 31年 

機械装置及び運搬具 ３ ～ 15年 

 

無形固定資産  定額法を採用しております。 

 なお、償却年数については法人税法に

規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

 また、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 

 同   左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

   

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率法により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 同   左 

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当連結会計年度負担額を

計上しております。 

―――― 

退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数(３年)による定額法により按分

した額を翌連結会計年度より損益処理する

こととしております。 

同   左 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて、当社

は役員退職慰労金内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

なお、この会計処理は連結財務諸表提出

会社である当社以外の連結子会社では行な

っておりません。 

―――― 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同   左 

 (5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

   

消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。 同   左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同   左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

―――― 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結会計年度中に確定した利益処分を

基礎として連結決算を行なう方法によっ

ております。 

―――― 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同   左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

―――― 

  

  

  

  

  

  

  

 

  

 

  

  

――――--- 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（運賃及び補助材料費） 

 従来、原材料及び商品等の運送費ならびにテイクアウト

商品の包材等の補助材料費は、販売費及び一般管理費とし

て処理しておりましたが、物流コストの上昇や販売チャネ

ルの拡大に伴う包材原価を適正に把握することなどの重要

性が増したため、当連結会計年度より売上原価として処理

することに変更いたしました。 

 この変更により、従来の方法によった場合と比べ、売上

原価は982,292千円増加し、売上総利益ならびに販売費及

び一般管理費は同額減少しておりますので、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありま

せん。 

（賃貸事業売上高） 

 従来、保有賃貸物件にかかる賃料収入については営業外

収益で計上し、その対応する費用は販売費及び一般管理費

で計上しておりましたが、当連結会計年度より持株会社制

に移行し、事業子会社の営業支援を主たる事業として展開

することとなったため、賃料収入についてはその他の営業

収入に計上する方法に変更しております。 

 この変更により、従来の方法に比べ営業利益は7,887千

円増加し、営業外収益は同額減少いたしました。なお、経

常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありま

せん。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は10,348,556千円

であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。 



表示方法の変更 

 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

―――― （連結損益計算書） 

   「その他の営業収入」は前連結会計年度までは「売

上高」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年

度より独立科目として区分掲記しております。 

  なお、前連結会計年度の「売上高」に含まれている

「その他の営業収入」は221,145千円であります。 



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書の

表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が95,372千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

それぞれ同額減少しております。 

―――― 

――――  （賞与引当金） 

 当連結会計年度より当社及び連結子会社は給与規定の

改定を行い、賞与支給対象期間を以下のとおり変更いた

しました。 

 支給対象期間 

  変更前 

   冬季賞与 

    ４月１日から９月30日まで 

   夏季賞与 

    10月１日から３月31日まで 

  変更後 

   冬季賞与 

    ９月１日から２月末日まで 

   夏季賞与 

    ３月１日から８月31日まで 

 これにより、当連結会計年度より賞与引当金の計上は

不要となっております。この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は369,149千円増加しております。 

――――  （役員退職慰労引当金） 

 当社は従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金として計上

しておりましたが、平成18年４月５日開催の取締役会に

おいて、役員退職慰労金制度の廃止を決議し、平成18年

５月25日開催の定時株主総会において、役員の退職時に

取締役及び監査役に対し、役員退職慰労金制度廃止時ま

での在任期間に応じた役員退職慰労金を支給することが

決議されました。 

 これに伴い、当該総会までの期間に対応する役員退職

慰労金相当額418,310千円を固定負債の「長期未払金」と

して計上しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成19年２月28日） 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

担保資産 担保資産 

建物及び構築物   185,201千円 ( 35,238千円)

機械装置及び運搬具 805 ( 805  )

土地 2,357,864 ( 112,746  )

その他 207 ( 207  )

合計 2,544,078 ( 148,997  )

建物及び構築物   171,795千円 ( 32,960千円)

機械装置及び運搬具 805 ( 805  )

土地 2,357,864 ( 112,746  )

その他 207 ( 207  )

合計 2,530,672 ( 146,719  )

担保付債務      

短期借入金 3,450,000千円 ( 450,000千円)

一年以内返済予定の 

長期借入金 
1,289,764 ( －  )

長期借入金 2,945,330 ( －  )

合計 7,685,094 ( 450,000  )

担保付債務      

短期借入金 3,650,000千円 ( 450,000千円)

一年以内返済予定の 

長期借入金 
2,132,146 ( 120,000  )

長期借入金 2,597,416 ( 135,000  )

合計 8,379,562 ( 705,000  )

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当該債務

を示しております。 

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当該債務

を示しております。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式21,927,972株

であります。 

―――― 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,721,826株であります。 

―――― 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は56,798千円で

あります。 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は85,984千円で

あります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２         ―――― 

その他 2,797千円

計 2,797 

 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

その他 383千円

 計 383 

建物及び構築物 10,131千円

 計 10,131 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物        155,220千円

機械装置及び運搬具 9,008 

その他 37,548 

 計 201,777 

建物及び構築物 186,523千円

機械装置及び運搬具 15,147 

その他 88,195 

 計 289,866 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,348株は単元未満株式の買取りによる増加であり、減少303株は単元未満株

式の買増請求による売渡であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 21,927,972 ― ― 21,927,972 

自己株式        

普通株式  （注） 1,721,826 2,348 303 1,723,871 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
― ― ― ― ― ― 

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― ― ― 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 

定時株主総会 
普通株式 101,030 5 平成18年２月28日 平成18年５月26日 

平成18年10月５日 

取締役会 
普通株式 101,025 5 平成18年８月31日 平成18年11月20日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月24日 

定時株主総会 
普通株式 101,020 利益剰余金  5 平成19年２月28日 平成19年５月25日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成18年２月28日現在） （平成19年２月28日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 1,352,995 

預入期間が３ヶ月を超える定期性

預金 
△150,050 

現金及び現金同等物の期末残高 1,202,945 

  （千円）

現金及び預金勘定 1,686,410 

預入期間が３ヶ月を超える定期性

預金 
△43,600 

現金及び現金同等物の期末残高 1,642,810 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置及び運
搬具 

31,980 13,782 18,197 

(有形固定資産) 
その他 

2,342,886 1,307,765 1,035,121 

合計 2,374,866 1,321,548 1,053,318 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置及び運
搬具 

818,414 308,948 509,465 

(有形固定資産) 
その他 

2,048,920 713,531 1,335,388 

合計 2,867,335 1,022,480 1,844,854 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）前連結会計年度まで取得価額相当額は、支払利

子込み法により算定しておりましたが、当連結会

計期間より重要性の判断基準により原則法により

算定しております。 

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内        332,058千円

１年超 721,260千円

合計 1,053,318千円

１年内 470,841千円

１年超 1,390,910千円

合計 1,861,752千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

（注）前連結会計年度まで未経過リース料期末残高相

当額は、支払利子込み法により算定しておりまし

たが、当連結会計期間より重要性の判断基準によ

り原則法により算定しております。 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 （３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 337,764千円

減価償却費相当額 337,764千円

支払リース料 494,283千円

減価償却費相当額 474,113千円

支払利息相当額 23,279千円

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

―――― 

  

（５）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

―――― 

  

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

１年内 12,955千円

１年超 30,559千円

合計 43,514千円



（有価証券関係） 

有価証券 

１ 売買目的有価証券 

当社グループにおいては、該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

当社グループにおいては、該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの 

４ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  種類 

前連結会計年度（平成18年２月28日現在） 当連結会計年度（平成19年２月28日現在） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1)株式 401,753 974,086 572,332 80,175 129,646 49,471 

(2)債券            

① 国債・地方

債等 
― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 401,753 974,086 572,332 80,175 129,646 49,471 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1)株式 33,325 29,104 △4,221 177,870 175,200 △2,670 

(2）債券            

① 国債・地方

債等 
― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 33,325 29,104 △4,221 177,870 175,200 △2,670 

合計 435,079 1,003,190 568,111 258,045 304,846 46,800 

前連結会計年度 
（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額

（千円） 
売却損の合計額

（千円） 
売却額（千円） 

売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

― ― ― 962,891 526,373 ― 



５ 時価のない主な有価証券の内容 

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

当社グループにおいては、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

種類 
前連結会計年度（平成18年２月28日現在） 当連結会計年度（平成19年２月28日現在）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券    

非上場株式 28,171 28,171 

その他 1,043 1,053 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、退職金規定に基づく退職一時金制度、適格退職年金制度及び複数事業主制度の外食産業ジ

ェフ厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度については、退職給付会計実務指針33項の例

外処理を行う制度であります。 

 また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割

増退職金を支払う場合があります。 

  なお、連結子会社のうち、リンガーハット開発㈱については簡便法を採用しております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

３ 退職給付費用の内訳 

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。 

  前連結会計年度 
（平成18年２月28日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年２月28日現在） 

① 退職給付債務（千円） △820,408 △837,153 

② 年金資産（千円） 419,832 459,933 

③ 小計（①＋②）（千円） △400,575 △377,220 

④ 未認識数理計算上の差異（千円） △150,858 △145,444 

⑤ 未認識過去債務（千円） ― ― 

⑥ 合計（③＋④＋⑤）（千円） △551,434 △522,664 

⑦ 前払年金費用（千円） ― ― 

  退職給付引当金（千円） △551,434 △522,664 

  前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

① 勤務費用（千円） 134,057 128,862 

② 利息費用（千円） 21,544 22,239 

③ 期待運用収益（減算）（千円） △10,090 △11,964 

④ 数理計算上の差異の損益処理額 

（千円） 
△40,108 △67,405 

⑤ 小計（①＋②＋③＋④） 

（千円） 
105,402 71,732 

⑥ 総合設立の厚生年金基金への拠出額 

（千円） 
25,559 28,890 

  退職給付費用（⑤＋⑥）（千円） 130,962 100,622 



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（注）数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法により按分した額を

翌連結会計年度から損益処理することとしております。 

５ 外食産業ジェフ厚生年金基金の年金資産の額 

 
前連結会計年度 

（平成18年２月28日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年２月28日現在） 

① 退職給付見込額の期間配分方法 

退職金制度がポイント制のため

「ポイント基準」で配分してお

ります。 

退職金制度がポイント制のため

「ポイント基準」で配分してお

ります。 

② 割引率（％） 2.0 2.0 

③ 期待運用収益率（％） 3.0 3.0 

④ 数理計算上の差異の処理年数（年） ３ ３  

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

当社グループの掛金拠出割合に基づく平成17年３月31

日現在の年金資産残高は3,147,827千円であり、上記「２

退職給付債務及びその内訳」の年金資産には含めており

ません。 

当社グループの掛金拠出割合に基づく平成18年３月31

日現在の年金資産残高は3,597,454千円であり、上記「２

退職給付債務及びその内訳」の年金資産には含めており

ません。 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

１．ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算しております。 

２．ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成19年２月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。 

（１）ストック・オプションの数 

（２）単価情報 

  平成17年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数（名） 

 当社取締役         ７ 

 当社執行役員        11 

 当社従業員及び臨時雇用者  670 

 子会社取締役        １ 

 子会社執行役員       １ 

 子会社従業員        28 

株式の種類別のストック・オプションの数

（注） 
 普通株式   625,900株 

付与日  平成17年11月14日 

権利確定条件 

 付与日（平成17年11月14日）以降、権利確定

日（平成19年５月31日）まで継続して勤務し

ていること。 

対象勤務期間  平成17年11月14日から平成19年５月31日まで 

権利行使期間  平成19年６月１日から平成22年５月31日まで 

  平成17年ストック・オプション 

権利確定前      （株）  

前連結会計年度末 625,900 

付与 ― 

失効 5,800 

権利確定 ― 

未確定残 620,100 

権利確定後      （株）  

前連結会計年度末 ― 

権利確定 ― 

権利行使 ― 

失効 ― 

未行使残 ― 

  平成17年ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 1,339 

行使時平均株価     （円） ― 

付与日における公正な評価単価（円） ― 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成19年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 42,584

未払事業所税 11,011

賞与引当金繰入限度超過額 122,991

その他 15,100

繰延税金資産（流動）合計 191,688

   

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入限度超過額 212,385

合併に伴う固定資産評価損 34,431

減損損失 94,496

役員退職慰労引当金繰入額 162,034

ゴルフ会員権評価損 11,739

投資有価証券評価損 4,030

連結会社間内部利益消去 580,901

繰延税金資産（固定）小計 1,100,017

 評価性引当額 △146,063

繰延税金資産（固定）合計 953,954

   

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 228,948

連結会社間内部損失消去 49,813

繰延税金負債（固定）合計 278,762

   

繰延税金資産（固定）の純額 675,191

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 7,863

未払事業所税 2,258

貸倒引当金繰入限度超過額 14,976

税務上の繰越欠損金 125,411

その他  2,779

連結会社間内部利益消去 608

繰延税金資産（流動）合計 153,897

   

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入限度超過額 208,980

合併に伴う固定資産評価損 34,431

減損損失 94,496

長期未払金 180,382

投資有価証券評価損 4,030

税務上の繰越欠損金 7,072

その他 10,197

連結会社間内部利益消去 577,690

繰延税金資産（固定）小計 1,117,281

 評価性引当額 △240,525

繰延税金資産（固定）合計 876,755

   

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 18,860

その他 13,533

連結会社間内部損失消去 49,813

繰延税金負債（固定）合計 82,207

   

繰延税金資産（固定）の純額 794,547

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

（単位：％） 

法定実効税率 40.3

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.6

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△0.2

住民税均等割等 38.9

評価性引当額の増減 △2.2

清算子会社の税効果未認識額 △8.3

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 74.8

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

（単位：％） 

法定実効税率 40.3

交際費等永久に損金に算入されない項目 24.2

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△0.9

住民税均等割等 64.7

評価性引当額の増減 56.3

過年度法人税等 4.1

その他 △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 188.2



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、販売品目の種類に応じた区分としております。 

２．事業区分に属する主要な内容 

なお、前連結会計年度まで「その他」として区分表示しておりましたレック㈱及びリンガーハット情報シ

ステム㈱は、平成17年３月1日をもって当社と合併しており、当連結会計年度より「長崎ちゃんぽん」に含

めて表記しております。このことによるセグメントに与える影響は軽微であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は925,693千円であり、その主なも

のは、親会社本社の総務、人事及び経理部門等管理部門に係る費用であります。 

 
長崎ちゃん
ぽん(千円) 

とんかつ 
（千円） 

和食 
（千円） 

建築 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益              

売上高              

(1)外部顧客に対する売上

高 
24,961,338 9,397,732 194,632 513,681 35,067,384 ― 35,067,384 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
― ― ― 3,202,709 3,202,709 (3,202,709) ― 

計 24,961,338 9,397,732 194,632 3,716,391 38,270,094 (3,202,709) 35,067,384 

営業費用 24,394,783 8,322,650 224,974 3,673,994 36,616,402 (2,285,545) 34,330,857 

営業利益（△損失） 566,555 1,075,081 △30,342 42,397 1,653,692 (917,164) 736,527 

Ⅱ．資産、減価償却費及び

資本的支出 
             

資産 17,660,483 4,716,185 298,051 1,363,208 24,037,928 (1,102,527) 25,140,455 

減価償却費 1,140,271 331,023 21,536 6,040 1,498,871 (31,278) 1,467,592 

資本的支出 2,362,411 537,698 2,718 1,857 2,904,685 (26,244) 2,878,440 

長崎ちゃんぽん ： ちゃんぽん・皿うどん・ぎょうざ 

とんかつ ： とんかつ・コロッケ 

和食 ： 卓袱（しっぽく）料理 

建築 ： 外食店舗の設計・施工、改修及び建物設備のメンテナンス 



当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、販売品目の種類に応じた区分としております。 

２．事業区分に属する主要な内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,148,325千円であり、その主な

ものは、親会社本社の総務、人事及び経理部門等管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

本邦以外の国又は地域に所在する子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 
長崎ちゃん
ぽん(千円) 

とんかつ 
（千円） 

和食 
（千円） 

建築 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益              

売上高              

(1)外部顧客に対する売上

高 
25,291,256 9,985,198 194,048 481,974 35,952,478 ― 35,952,478 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
― ― ― 3,015,392 3,015,392 (3,015,392) ― 

計 25,291,256 9,985,198 194,048 3,497,367 38,967,870 (3,015,392) 35,952,478 

営業費用 25,154,966 8,843,703 206,952 3,401,177 37,606,800 (1,871,433) 35,735,366 

営業利益（△損失） 136,289 1,141,494 △12,904 96,189 1,361,070 (1,143,958) 217,111 

Ⅱ．資産、減価償却費及び

資本的支出 
             

資産 15,584,728 4,890,564 226,960 1,330,673 22,032,927 (3,099,039) 25,131,967 

減価償却費 1,209,732 324,565 6,498 5,447 1,546,244 (10,787) 1,535,457 

資本的支出 2,332,026 341,259 22,486 8,194 2,703,966 (45,493) 2,658,473 

長崎ちゃんぽん ： ちゃんぽん・皿うどん・ぎょうざ 

とんかつ ： とんかつ・コロッケ 

和食 ： 卓袱（しっぽく）料理 

建築 ： 外食店舗の設計・施工、改修及び建物設備のメンテナンス 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

役員及び個人主要株主等 

 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注）１．当社取締役米濵和英の近親者が議決権の100.0％を直接保有しております。 

２．取引価格は、工場から店舗への出荷単価に一定の利益（20％基準）及び出荷諸経費を付加して決定しておりま

す。なお、支払条件は３ヶ月サイトであります。 

３．取引価格等は一般的取引条件によっております。 

４．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

当連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

役員及び個人主要株主等 

 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注）１．当社取締役米濵和英の近親者が議決権の100.0％を直接保有しております。 

２．木下幹彌氏は平成18年５月25日開催の定時株主総会をもって退任しております。 

３．取引価格は、工場から店舗への出荷単価に一定の利益（20％基準）及び出荷諸経費を付加して決定しておりま

す。なお、支払条件は３ヶ月サイトであります。 

４．取引価格等は一般的取引条件によっております。 

５．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

（千円）

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社 

株式会

社鬼が

島本舗 

(注)１ 

福岡県

福岡市

早良区 

20,000 

フードサ

ービス業

及び食品

卸売業 

― ― 

仕込品

の販売 

仕込品の販売 

（注）２ 
111,275 売掛金 27,328 

事務所

の賃貸 

賃貸料の受取

り（注）３ 
1,200 ― ― 

役員 

木下幹彌 ― ― 

㈱エム・

アイ・ピ

ー代表取

締役会長 

（被所有) 

直接 0.0 
― 

技術指

導 

技術指導料の

支払（注）３ 
15,600 ― ― 

東富士男 ― ― 
法律事務

所所長 
― ― 

顧問弁

護士 

顧問弁護士報

酬 

（注）３ 

3,000 ― ― 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

（千円）

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社 

株式会

社鬼が

島本舗 

(注)１ 

福岡県

福岡市

早良区 

20,000 

フードサ

ービス業

及び食品

卸売業 

― ― 

仕込品

の販売 

仕込品の販売 

（注）３ 
158,372 売掛金 41,271 

事務所

の賃貸 

賃貸料の受取

り（注）４ 
3,360 ― ― 

役員 

木下幹彌 

(注)２ 
― ― 

㈱エム・

アイ・ピ

ー代表取

締役会長 

（被所有) 

直接 0.0 
― 

技術指

導 

技術指導料の

支払（注）４ 
3,900 ― ― 

東富士男 ― ― 
法律事務

所所長 
― ― 

顧問弁

護士 

顧問弁護士報

酬 

（注）４ 

3,000 ― ― 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

   ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 545.09円 

１株当たり当期純利益    5.91円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 5.91円 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

１株当たり純資産額 512.20円 

１株当たり当期純損失 7.39円 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

１株当たり当期純利益金額又は当期

純損失金額 
   

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円） 
123,678 △149,369 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
― ― 

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失（△）（千円） 
123,678 △149,369 

期中平均株式数（株） 20,899,663 20,205,152 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
    

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 15,938 ― 

 （うち自己株式取得方式によ

るストックオプション） 
(15,938) ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

―――― 平成17年５月25日定時株主総会決議

による自己株式取得方式のストック・

オプション（株式の数620,100株） 

  
前連結会計年度末 

平成18年２月28日 

当連結会計年度末 

平成19年２月28日 

 純資産の部の合計額（千円） ― 10,348,556 

 純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
― ― 

 （うち新株予約権） ― (―) 

 （うち少数株主持分） ― (―) 

 普通株式に係る期末の純資産額 

（千円） 
― 10,348,556 

 １株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数（株） 
― 20,204,101 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 当社は、平成18年４月５日開催の取締役会において、

平成18年９月１日付けにて会社分割を実施することを決

議いたしました。なお、当該分割については、平成18年

５月25日開催の定時株主総会で承認されております。 

（１）当該分割により当社から営業を承継する会社の名 

  称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容 

名称       リンガーハットジャパン株式会社 

代表者の氏名   秋本 英樹 

住所       長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号 

資本金      100百万円 

事業の内容    「長崎ちゃんぽん」の専門店として 

         の飲食店の運営 

名称       浜勝株式会社 

住所       長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号 

代表者の氏名   岡藤 元義 

資本金      100百万円 

事業の内容    「とんかつ」の専門店としての飲食 

         店の運営 

名称       卓袱浜勝株式会社 

住所       長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号 

代表者の氏名   篠原 克博 

資本金      30百万円 

事業の内容    郷土料理「長崎卓袱」の専門店とし 

         ての飲食店の運営 

（２）当該分割の目的 

  事業体固有の営業ノウハウなどの特性と機能を活用 

 し、お客様ニーズなどの市場環境に機動的に対応する 

 とともに、明確な権限と責任のもと経営資源を有効活 

 用し、独立した事業体としての収益性向上、グループ 

 としての企業価値の拡大、さらに株主価値の極大化に 

 努めてまいります。 

（３）当該分割の方法 

  当社を分割会社とし、新設するリンガーハットジャ 

 パン株式会社、浜勝株式会社及び卓袱浜勝株式会社に 

 事業を承継させる分社型（物的分割）の新設分割とし 

 ます。 

―――― 



⑤【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 3,880,000 4,050,000 1.037 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,849,764 2,814,146 1.451 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,887,330 4,170,416 2.157 
平成20年３月１日～ 

平成23年９月30日 

その他の有利子負債 － － － － 

計 9,617,094 11,034,562 － － 

 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 1,752,216 1,176,200 984,200 257,800 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年2月28日） 
当事業年度 

（平成19年2月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     1,300,317     1,526,791  

２．売掛金     58,123     112,431  

３．商品     10,901     1,919  

４．原材料 ※１   122,438     76,874  

５．仕込品     24,363     14,167  

６．貯蔵品     94,661     142,620  

７．前払費用     264,783     134,419  

８．未収収益     27     20  

９．未収入金 ※６   92,791     42,061  

10．未収消費税等     －     169,741  

11．立替金 ※６   40,255     95,412  

12．繰延税金資産     181,080     20,628  

13．その他     18,340     13,775  

14．貸倒引当金     －     △4,033  

流動資産合計     2,208,084 8.8   2,346,829 9.8 

 



   
前事業年度 

（平成18年2月28日） 
当事業年度 

（平成19年2月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

（１）建物 ※２ 16,140,378     16,829,349    

減価償却累計額   9,589,521 6,550,857   9,877,228 6,952,120  

（２）構築物 ※２ 3,234,675     3,253,796    

減価償却累計額   2,218,994 1,015,681   2,260,763 993,033  

（３）機械及び装置 ※２ 1,176,432     1,052,355    

減価償却累計額   612,696 563,736   628,763 423,592  

（４）車両運搬具   12,859     8,617    

減価償却累計額   11,779 1,080   6,937 1,679  

（５）工具器具備品 ※２ 4,383,568     1,114,692    

減価償却累計額   3,474,903 908,664   875,133 239,558  

（６）土地 ※２   6,352,844     5,834,594  

（７）建設仮勘定     154,075     192,962  

有形固定資産合計     15,546,939 62.1   14,637,541 61.1 

２．無形固定資産              

（１）ソフトウエア     53,751     45,787  

（２）施設利用権     13,246     11,813  

（３）電話加入権     91,184     91,184  

（４）借家権     72,158     213,714  

（５）その他     28,523     28,283  

無形固定資産合計     258,864 1.0   390,783 1.6 

 



   
前事業年度 

（平成18年2月28日） 
当事業年度 

（平成19年2月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産              

（１）投資有価証券     1,032,405     334,071  

（２）関係会社株式     300,000     530,000  

（３）出資金     325     365  

（４）従業員長期貸付金     12,361     10,340  

（５）長期前払費用     123,498     113,780  

（６）差入保証金     1,009,748     1,045,321  

（７）建設協力金     1,397,003     1,204,847  

（８）敷金     2,924,168     3,000,795  

（９）店舗賃借仮勘定 ※３   13,000     71,747  

（10）繰延税金資産     126,746     224,247  

（11）その他     82,049     90,113  

（12）貸倒引当金     －     △33,130  

投資その他の資産合計     7,021,307 28.0   6,592,499 27.5 

固定資産合計     22,827,111 91.2   21,620,824 90.2 

資産合計     25,035,195 100.0   23,967,654 100.0 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年2月28日） 
当事業年度 

（平成19年2月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     569,472     595,112  

２．短期借入金 ※２   3,820,000     3,970,000  

３．１年以内返済予定の長
期借入金 

※２   1,849,764     2,314,146  

４．未払金 ※６   878,531     651,717  

５．未払費用     833,047     83,354  

６．未払法人税等     355,615     13,827  

７．未払事業所税     22,848     1,477  

８．未払消費税等     99,752     －  

９．預り金 ※６   52,570     153,923  

10．賞与引当金     286,278     －  

11．その他     17,411     15,073  

流動負債合計     8,785,292 35.1   7,798,631 32.5 

Ⅱ 固定負債              

１．長期未払金     －     418,310  

２．長期借入金 ※２   3,387,330     4,170,416  

３．退職給付引当金     506,970     228,924  

４．役員退職慰労引当金     402,070     －  

５．預り保証金     302,592     188,560  

固定負債合計     4,598,962 18.4   5,006,210 20.9 

負債合計     13,384,255 53.5   12,804,842 53.4 

 



   
前事業年度 

（平成18年2月28日） 
当事業年度 

（平成19年2月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※４   5,028,962 20.1   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   5,042,231     －    

２．その他資本剰余金              

 自己株式処分差益   2,201     －    

資本剰余金合計     5,044,433 20.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   414,439     －    

２．任意積立金              

(１)店舗拡張積立金   20,000     －    

(２)配当平均積立金   135,000     －    

(３)別途積立金   2,287,000     －    

３．当期未処分利益   309,705     －    

利益剰余金合計     3,166,144 12.6   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    339,162 1.4   － － 

Ⅴ 自己株式 ※５   △1,927,762 △7.7   － － 

資本合計     11,650,940 46.5   － － 

負債資本合計     25,035,195 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年2月28日） 
当事業年度 

（平成19年2月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 5,028,962 21.0 

２．資本剰余金    

(1）資本準備金  － 5,042,231   

(2）その他資本剰余金  － 2,320   

資本剰余金合計   － － 5,044,552 21.0 

３．利益剰余金    

(1）利益準備金  － 414,439   

(2）その他利益剰余金    

店舗拡張積立金  － 20,000   

配当平均積立金  － 135,000   

別途積立金  － 2,287,000   

繰越利益剰余金  － 135,806   

利益剰余金合計   － － 2,992,245 12.5 

４．自己株式  － － △1,930,888 △8.1 

株主資本合計   － － 11,134,871 46.5 

Ⅱ 評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金  － － 27,939 0.1 

評価・換算差額等合計   － － 27,939 0.1 

純資産合計   － － 11,162,811 46.6 

負債純資産合計   － － 23,967,654 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   34,323,711 100.0   23,267,545 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．期首仕込品、店舗材料
及び商品たな卸高 

  119,970     137,148    

２．当期仕込品製造原価   4,249,616     4,701,839    

３．当期店舗材料仕入高 ※２ 3,763,194     4,252,760    

４．当期商品仕入高   199,181     132,994    

５．その他売上原価   －     1,267,750    

合計   8,331,962     10,492,494    

６．会社分割による棚卸資
産減少高 

  －     102,889    

７．期末仕込品、店舗材料
及び商品たな卸高 

  137,148 8,194,813 23.9 56,118 10,333,486 44.4 

売上総利益     26,128,897 76.1   12,934,059 55.6 

Ⅲ その他の営業収入              

１．ロイヤリティー収入   221,145     353,542    

２．関係会社ロイヤリティ
ー収入  

※３ －     984,188    

 ３．関係会社賃貸料収入   －     483,428    

４．その他 ※１ － 221,145 0.6 16,999 1,838,158 7.9 

営業総利益     26,350,042 76.7   14,772,218 63.5 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 販売費及び一般管理費  ※４            

１．広告宣伝費   1,031,872     643,915    

２．運賃   690,307     －    

３．装飾費   76,991     35,375    

４．役員報酬   139,050     162,435    

５．給与手当   10,881,214     5,998,603    

６．賞与   360,799     339,852    

７．賞与引当金繰入額   269,204     －    

８．退職給付費用   107,572     48,907    

９．役員退職慰労引当金繰
入額 

  29,176     18,360    

10．福利厚生費   1,135,864     664,783    

11．寮・社宅関係費   128,254     86,407    

12．求人費・教育費   161,883     88,288    

13．賃借料   3,704,302     2,047,045    

14．保険料   61,853     49,185    

15．修繕費   662,118     342,503    

16．消耗品費   842,459     299,529    

17．衛生費   760,413     312,985    

18．水道光熱費   1,699,989     914,752    

19．租税公課   196,918     135,490    

20．事業所税   22,008     1,778    

21．事務用品費   9,451     8,279    

22．旅費交通費   242,959     199,847    

23．交際費   79,317     79,617    

24．通信費   155,808     92,256    

25．事務委託料   157,775     202,925    

26．車両費   25,009     22,542    

27．減価償却費   1,284,126     1,186,603    

28．その他   737,998 25,654,702 74.7 581,258 14,563,531 62.6 

営業利益     695,340 2.0   208,686 0.9 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外収益              

１．受取利息   18,279     16,129    

２．受取配当金   8,430     8,831    

３．受取賃貸料   55,855     27,738    

４．その他   16,112 98,678 0.3 24,491 77,190 0.3 

               

Ⅵ 営業外費用              

１．支払利息   84,870     118,881    

２．その他   18,573 103,444 0.3 19,187 138,068 0.6 

経常利益     690,574 2.0   147,808 0.6 

Ⅶ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※５ 2,797     －    

２．投資有価証券売却益   －     526,373    

３．役員保険解約返戻益   2,767     －    

４．貸倒引当金戻入益   10,598     －    

５．その他   100 16,263 0.0 22,187 548,560 2.3 

               

Ⅷ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※６ 383     27,631    

２．固定資産除却損 ※７ 191,305     236,141    

３．退店による損失   11,702     78,470    

４．貸倒引当金繰入額   －     33,130    

５．台風による災害損害金   13,080     12,528    

６．投資有価証券評価損   437     －    

７．関係会社整理損   2,738     －    

８．関係会社出資金償却損   31,367     －    

９．リース契約中途解約損   －     19,437    

10．その他   15,602 266,617 0.7 48,000 455,340 1.9 

税引前当期純利益     440,220 1.3   241,028 1.0 

法人税、住民税及び事
業税 

  265,582     121,277    

法人税等調整額   82,663 348,245 1.0 91,593 212,870 0.9 

当期純利益     91,975 0.3   28,157 0.1 

前期繰越利益     295,192     －  

合併に伴う未処分利益
受入額 

    28,573     －  

中間配当額     106,036     －  

当期未処分利益     309,705     －  

               



製造原価明細書 

（脚注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費     2,866,105 67.4   2,962,867 63.0 

Ⅱ 労務費     716,162 16.9   845,659 18.0 

Ⅲ 経費 ※１   667,348 15.7   893,312 19.0 

当期総製造費用     4,249,616 100.0   4,701,839 100.0 

当期仕込品製造原価 ※２   4,249,616     4,701,839  

               

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１．経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※１．経費のうち主なものは次のとおりであります。 

  千円

減価償却費 207,535 

水道光熱費 161,797 

消耗品費 121,625 

修繕費 58,771 

  千円

減価償却費 237,223 

水道光熱費 218,876 

消耗品費 189,091 

修繕費 62,296 

※２．原価計算の方法は組別総合原価計算によっており

その計算の一部に予定単価を採用しております。

なお、これによる差額は期末において調整のうえ

実際原価に修正しております。 

※２．       同    左 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年５月25日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     309,705 

Ⅱ 利益処分額      

配当金   101,030 101,030 

Ⅲ 次期繰越利益     208,674 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 

 任意積立金 
繰越利益
剰余金 配当平均

積立金 
店舗拡張
積立金 

別途積立
金 

平成18年２月28日 
残高（千円） 

5,028,962 5,042,231 2,201 5,044,433 414,439 135,000 20,000 2,287,000 309,705 3,166,144 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当(注)       －         △101,030 △101,030 

剰余金の配当       －         △101,025 △101,025 

当期純利益       －         28,157 28,157 

自己株式の取得       －           － 

自己株式の処分     118 118           － 

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

      －           － 

事業年度中の変動額
合計（千円） 

－ － 118 118 － － － － △173,899 △173,899 

平成19年２月28日 
残高（千円） 

5,028,962 5,042,231 2,320 5,044,552 414,439 135,000 20,000 2,287,000 135,806 2,992,245 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 
自己株式 

株主資本合
計 

その他有価証券
評価差額金 

平成18年２月28日 
残高（千円） 

△1,927,762 11,311,777 339,162 11,650,940 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当(注)   △101,030   △101,030 

剰余金の配当   △101,025   △101,025 

当期純利益   28,157   28,157 

自己株式の取得 △3,465 △3,465   △3,465 

自己株式の処分 339 458   458 

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

  － △311,222 △311,222 

事業年度中の変動額
合計（千円） 

△3,126 △176,906 △311,222 △488,128 

平成19年２月28日 
残高（千円） 

△1,930,888 11,134,871 27,939 11,162,811 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式 

同   左 

  (2)その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同   左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)商品 

月別移動平均法による原価法 

(1)商品 

同   左 

  (2)原材料 

月別移動平均法による原価法 

(2)原材料 

同   左 

  (3)仕込品 

月別移動平均法による原価法 

(3)仕込品 

同   左 

  (4)貯蔵品 

終仕入原価法 

(4)貯蔵品 

同   左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以

降取得の建物及び建物附属設備(建物とみ

なされる造作物のみ)については定額法）

を採用しております。 

 なお、平成11年３月１日以降取得した

取得価額10万円以上20万円未満の資産に

ついては、３年間で均等償却する方法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

(1)有形固定資産 

同   左 

  建物 10 ～ 31年

構築物 10 ～ 20年

機械及び装置 10 ～ 15年

車輌運搬具 ３ ～ ５年

工具器具備品 ４ ～ ６年

 

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、償却年数については法人税法に

規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

 また、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 

(2)無形固定資産 

同   左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率法

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同   左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当事業年度負担額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

―――― 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。 

 また、数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(３年)による定

額法により按分した額を翌事業年度よ

り損益処理することとしております。 

(3) 退職給付引当金 

同   左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて、

役員退職慰労金内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

―――― 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同   左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同   左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

―――― （運賃及び補助材料費） 

 従来、原材料及び商品等の運送費ならびにテイクアウ

ト商品の包材等の補助材料費は、販売費及び一般管理費

として処理しておりましたが、物流コストの上昇や販売

チャネルの拡大に伴う包材原価を適正に把握することな

どの重要性が増したため、当事業年度より売上原価とし

て処理することに変更いたしました。 

 この変更により、従来の方法によった場合と比べ、売

上原価は980,039千円増加し、売上総利益ならびに販売

費及び一般管理費は同額減少しておりますので、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はあり

ません。 

  

―――― （賃貸事業売上高） 

 従来、保有賃貸物件にかかる賃料収入については営業

外収益で計上し、その対応する費用は販売費及び一般管

理費で計上しておりましたが、当事業年度より持株会社

制に移行し、事業子会社の営業支援を主たる事業として

展開することとなったため、賃料収入についてはその他

の営業収入の「その他」に計上する方法へ変更しており

ます。 

 この変更により、従来の方法に比べ、営業利益は7,887

千円増加し、営業外収益は同額減少いたしました。な

お、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はあり

ません。 

  

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は11,162,811千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。  



追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当期から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が93,760千円増加

し、営業利益、経常利益、及び税引前当期純利益がそ

れぞれ同額減少しております。 

―――― 

―――― （持株会社制への移行に伴う損益計算書における売上

高及び売上原価科目の新たな表示方法） 

  当社は、平成18年９月１日付をもって会社分割を実

施し持株会社制へと移行し、長崎ちゃんぽん事業、と

んかつ事業等を事業子会社に承継したため、従来、売

上高に計上しておりました料理飲物売上高は事業子会

社の売上高として計上しております。 

  また会社分割後の当社においては関係会社への原材

料、消耗品等の売上、ロイヤリティー収入及び不動産

賃貸料収入などが主要な営業収入となっております。 

 これに伴い、「その他の営業収入」の内訳として、

従来からの「ロイヤリティー収入」に加え、当事業年

度から、関係会社からのロイヤリティー収入を「関係

会社ロイヤリティー収入」、不動産の賃貸料を「関係

会社賃貸料収入」として新たに表示しております。 

  なお、原材料、消耗品等の売上高に直接対応する原

価については売上原価に計上しております。 

―――― （賞与引当金） 

 当事業年度より当社は給与規定の改定を行い、賞与

支給対象期間を以下のとおり変更いたしました。 

 支給対象期間 

  変更前 

   冬季賞与 

    ４月１日から９月30日まで 

   夏季賞与 

    10月１日から３月31日まで 

  変更後 

   冬季賞与 

    ９月１日から２月末日まで 

   夏季賞与 

    ３月１日から８月31日まで 

 これにより、当事業年度より賞与引当金の計上は不

要となっております。この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は102,547千円増加しています。 

 



前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

―――― （役員退職慰労引当金） 

 当社は従来、役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金とし

て計上しておりましたが、平成18年４月５日開催の取

締役会において、役員退職慰労金制度の廃止を決議

し、平成18年５月25日開催の定時株主総会において、

役員の退職時に取締役及び監査役に対し、役員退職慰

労金制度廃止時までの在任期間に応じた役員退職慰労

金を支給することが決議されました。 

 これに伴い、当該総会までの期間に対応する役員退

職慰労金相当額418,310千円を固定負債の「長期未払

金」として計上しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年２月28日） 

当事業年度 
（平成19年２月28日） 

※１．原材料 

 原材料は仕込品の材料と店舗材料の合計額であり

ます。 

※１．原材料 

同    左 

※２．担保提供資産 

(1) 下記の資産は、短期借入金450,000千円の担保とし

て、財団根抵当に供しております。 

※２．担保提供資産 

(1) 下記の資産は、長期借入金255,000千円（１年以内

の長期借入金120,000千円を含む）及び短期借入金

450,000千円の担保として、財団根抵当に供しており

ます。 

建物 32,006千円

構築物 3,231 

機械及び装置 805 

工具器具備品 207 

土地 112,746 

計 148,997 

建物 29,959千円

構築物 3,000 

機械及び装置 805 

工具器具備品 207 

土地 112,746 

計 146,719 

(2) 下記の資産は、長期借入金3,735,094千円(一年以

内返済予定の長期借入金1,289,764千円を含む)及び

短期借入金2,970,000千円の担保に供しております。 

(2) 下記の資産は、長期借入金3,974,562千円(一年以

内返済予定の長期借入金1,512,146千円を含む)及び

短期借入金3,120,000千円の担保に供しております。 

建物 149,963千円

土地 2,515,726 

計 2,665,689 

建物  138,835千円

土地 2,515,726 

計 2,654,561 

※３．店舗賃借仮勘定 

 建設中の賃借店舗に対する保証金及び敷金の目的

で支払う内金等で支払完了時に各々の勘定に振替え

られるものであります。 

※３．店舗賃借仮勘定 

同    左 

※４．授権株式数等 ※４．         ―――― 

会社が発行する株式の総数 普通株式 46,000,000株

発行済株式総数 普通株式 21,927,972株

 

※５．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,721,826

株であります。 

※５．                 ―――― 

※６．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する債権債務は次のとおりであります。 

※６．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する債権債務は次のとおりであります。 

未収入金 34千円

立替金 4,667千円

未払金 172,089千円

未収入金 25千円

立替金 58,144千円

未払金 159,966千円

預り金 116,948千円

７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は339,162千円

であります。 

７．         ―――― 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,348株は単元未満株式の買取りによる増加であり、減少303株は単元未満株式

の買増請求による売渡であります。 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１．        ―――― ※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

   

    

    

関係会社への売上高 5,258,135千円

関係会社へのその他の営業収入 9,112 

 計 5,267,247 

※２．店舗材料仕入は工場加工部門を経由せず、直接店

舗へ納入される材料であります。 

※２．        同   左 

※３．        ―――― ※３．関係会社ロイヤリティ収入とは、関係会社と締結

した業務契約書に基づく事業ノウハウの提供、継続

的経営指導及び商標の使用許諾などの対価でありま

す。 

※４．一般管理費に含まれる研究開発費は56,798千円で

あります。 

※４．一般管理費に含まれる研究開発費は85,984千円で

あります。 

※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※５．        ―――― 

工具器具備品 2,797千円

 計 2,797 

 

※６．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 383千円

 計 383 

建物    27,339千円

構築物 292 

 計 27,631 

※７．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※７．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 139,235千円

構築物 11,059 

機械及び装置 3,641 

車輌運搬具 724 

工具器具備品 36,644 

 計 191,305 

建物 163,665千円

構築物 22,858 

機械及び装置 11,619 

車輌運搬具 307 

工具器具備品 37,690 

 計 236,141 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式   （注） 1,721,826 2,348 303 1,723,871 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成18年２月28日現在）及び当事業年度（平成19年２月28日現在）における子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、及び期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装
置 

5,256 219 5,037 

車両運搬具 10,494 8,804 1,690 

工具器具備
品 

2,342,886 1,307,765 1,035,121 

合計 2,358,636 1,316,788 1,041,848 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装
置 

818,414 308,948 509,465 

車両運搬具 7,054 1,934 5,120 

工具器具備
品 

2,015,559 706,367 1,309,191 

合計 2,841,029 1,017,250 1,823,778 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

（注）前事業年度まで取得価額相当額は、支払利子込み

法により算定しておりましたが、当事業年度より重

要性の判断基準により原則法により算定しておりま

す。 

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 329,201千円

１年超 712,646千円

 合計 1,041,848千円

１年内 464,179千円

１年超 1,373,990千円

 合計 1,838,170千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

（注）前事業年度まで取得価額相当額は、支払利子込み

法により算定しておりましたが、当事業年度より重

要性の判断基準により原則法により算定しておりま

す。 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 （３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 334,112千円

減価償却費相当額 334,112千円

支払リース料 490,116千円

減価償却費相当額 470,385千円

支払利息相当額 22,556千円

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

――――  （５）利息相当額の算定方法 

―――― 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料  

１年内 4,309千円

１年超 10,065千円

 合計 14,374千円



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年２月28日） 

当事業年度 
（平成19年２月28日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金繰入限度超過額 115,370

未払事業税 42,584

未払事業所税 8,869

その他 14,256

繰延税金資産（流動）合計 181,080

   

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入限度超過額 195,026

合併に伴う固定資産評価損 34,431

減損損失 94,496

役員退職慰労引当金繰入額 162,034

ゴルフ会員権評価損 11,739

投資有価証券評価損 4,030

繰延税金資産（固定）小計 501,758

 評価性引当額 △146,063

繰延税金資産（固定）合計 355,694

繰延税金負債（固定）  

 その他有価証券評価差額金 228,948

繰延税金負債（固定）合計 228,948

   

繰延税金資産（固定）の純額 126,746

繰延税金資産（流動）  

貸倒引当金繰入限度超過額 14,976

未払事業税 4,719

未払事業所税 595

その他 336

繰延税金資産（流動）合計 20,628

   

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入限度超過額 92,256

合併に伴う固定資産評価損 34,431

減損損失 94,496

長期未払金 168,578

投資有価証券評価損 4,030

その他 10,197

繰延税金資産（固定）小計 403,990

 評価性引当額 △147,348

繰延税金資産（固定）合計 256,641

繰延税金負債（固定）  

 その他有価証券評価差額金 18,860

 その他 13,533

繰延税金負債（固定）合計 32,394

   

繰延税金資産（固定）の純額 224,247

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

（単位：％） 

法定実効税率 40.3

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.2

住民税均等割等 43.4

評価性引当額の増減 △8.7

その他 △3.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 79.1

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

（単位：％） 

法定実効税率 40.3

交際費等永久に損金に算入されない項目 13.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6

住民税均等割等 32.2

評価性引当額の増減 0.9

過年度法人税等 2.8

その他 △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 88.3



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

    ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額   576.60円

１株当たり当期純利益 4.40円

１株当たり純資産額 552.50円

１株当たり当期純利益 1.39円

潜在株式調整後       

１株当たり当期純利益金額 4.39円

潜在株式調整後       

１株当たり当期純利益金額 1.38円

 
前事業年度 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 91,975 28,157 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 91,975 28,157 

期中平均株式数（株） 20,899,663 20,205,152 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
    

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株）  15,938 68,029 

（うち自己株式取得方式によるスト

ックオプション） 
 （15,938） (68,029) 

 希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

―――― ―――― 

  
前事業年度末 

平成18年２月28日 

当事業年度末 

平成19年２月28日 

 純資産の部の合計額（千円） ― 11,162,811 

 純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
― ― 

 （うち新株予約権） ― (―)  

 普通株式に係る期末の純資産額 

（千円） 
― 11,162,811 

 １株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式数（株） 
― 20,204,101 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 当社は、平成18年４月５日開催の取締役会において、平

成18年９月１日付けにて会社分割を実施することを決議い

たしました。なお、当該分割については、平成18年５月25

日開催予定の定時株主総会で承認されております。 

（１）当該分割により当社から営業を承継する会社の名 

  称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容 

名称       リンガーハットジャパン株式会社 

代表者の氏名   秋本 英樹 

住所       長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号 

資本金      100百万円 

事業の内容    「長崎ちゃんぽん」の専門店としての

         飲食店の運営 

名称       浜勝株式会社 

住所       長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号 

代表者の氏名   岡藤 元義 

資本金      100百万円 

事業の内容    「とんかつ」の専門店としての飲食店

         の運営 

名称       卓袱浜勝株式会社 

住所       長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号 

代表者の氏名   篠原 克博 

資本金      30百万円 

事業の内容    郷土料理「長崎卓袱」の専門店として

         の飲食店の運営 

（２）当該分割の目的 

  事業体固有の営業ノウハウなどの特性と機能を活用 

 し、お客様ニーズなどの市場環境に機動的に対応すると

 ともに、明確な権限と責任のもと経営資源を有効活用 

 し、独立した事業体としての収益性向上、グループとし

 ての企業価値の拡大、さらに株主価値の極大化に努めて

 まいります。 

（３）当該分割の方法 

  当社を分割会社とし、新設するリンガーハットジャパ

 ン株式会社、浜勝株式会社及び卓袱浜勝株式会社に事業

 を承継させる分社型（物的分割）の新設分割とします。

―――― 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

     該当事項はありません。 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
120 175,200 

岩塚製菓㈱ 50,000 94,000 

㈱エム・アイ・ピー 17,000 21,470 

㈱南陽 16,000 15,936 

昭和鉄工㈱ 30,000 10,350 

エステール㈱ 11,900 8,936 

前田証券㈱ 14,400 6,401 

甘木鉄道㈱  5 250 

㈱十八銀行  400 243 

㈱イクヨ  1,000 180 

その他（２銘柄） 300 50 

計 141,125 333,018 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（投資事業有限責任組合の出資証券） 

アイ・アイ・ビー・シー投資事業有限

責任組合一号 

２ 1,053 

計 ２ 1,053 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期中増加の主なものは次のとおりであります。 

２．当期中減少の主なものは次のとおりであります。 

３．当期減少額の欄の（ ）内の金額は内書にて示しており、平成18年９月１日付けをもって会社分割を実施

したことによる減少額であります。 

４．長期前払費用には、前払保険料947千円を含んでおります。 

５．長期前払費用の当期増加額は、金融商品会計に係る建設協力金の時価会計処理によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 役員退職慰労引当金の当期減少額の「その他」は、役員退職慰労金制度の廃止に伴う振替額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 

（千円） 

有形固定資産              

建物 16,140,378 1,674,374 985,404 16,829,349 9,877,228 847,474 6,952,120 

構築物 3,234,675 135,969 116,848 3,253,796 2,260,763 129,073 993,033 

機械及び装置 1,176,432 72,489 
196,567 

(166,853)
1,052,355 628,763 118,308 423,592 

車両運搬具 12,859 1,912 6,155 8,617 6,937 1,005 1,679 

工具器具備品 4,383,568 551,062 
3,819,938 

(3,559,560)
1,114,692 875,133 270,415 239,558 

土地 6,352,844 ― 518,250 5,834,594 ― ― 5,834,594 

建設仮勘定 154,075 192,962 154,075 192,962 ― ― 192,962 

有形固定資産計 31,454,835 2,628,771 
5,797,239 

(3,726,414)
28,286,367 13,648,826 1,366,277 14,637,541 

無形固定資産              

ソフトウエア 89,769 9,708 ― 99,477 53,690 17,671 45,787 

施設利用権 48,011 386 174 48,223 36,410 1,644 11,813 

電話加入権 91,184 ― ― 91,184 ― ― 91,184 

借家権 190,325 180,267 720 369,872 156,158 37,992 213,714 

その他 32,837 ― ― 32,837 4,554 240 28,283 

無形固定資産計 452,126 190,362 894 641,594 250,811 57,548 390,783 

長期前払費用 123,498 16,966 26,684 113,780 ― ― 113,780 

建物 新規出店の新築工事（27店舗） 

及び既存店の業態転換工事（１店舗） 

622,776千円 

  既存店の改造・改装工事（68店舗）   764,751千円 

構築物 新規出店の新築工事（10店舗） 

既存店の改造・改装工事（28店舗） 

  16,735千円 

60,265千円 

工具器具備品 店舗設備購入   88,043千円 

  情報設備機器購入   129,125千円 

建物 既存店の改造・改装工事（68店舗） 102,270千円 

土地 旧統合寮跡地の売却    518,250千円 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 ― 37,163 ― ― 37,163 

賞与引当金 286,278 ― 286,278 ― ― 

役員退職慰労引当金 402,070 18,360 2,120 418,310 ― 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 9,998 

 預金  

当座預金 438,129 

普通預金 1,035,063 

定期預金 36,000 

定期積金 7,600 

小計 1,516,792 

合計 1,526,791 

相手先 金額（千円） 

㈱鬼が島本舗 41,271 

㈱ニッキーフーズ 33,512 

岸原 重範 4,327 

㈲アラマキ 2,836 

島 章 2,120 

その他 28,363 

合計 112,431 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（%） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

58,123 859,189 804,881 112,431 87.7 36.2 



ハ．商品 

ニ．原材料 

ホ．仕込品 

ヘ．貯蔵品 

品名 金額（千円） 

ミントブルーガム 333 

フラボノガム 297 

キシリトールガム(粒) 237 

クロレッツ 217 

メントス 157 

その他 676 

合計 1,919 

品名 金額（千円） 

冷凍アサリ 10,209 

刻みエビ 10,104 

豚バラ原木 8,235 

冷凍エビ 8,167 

鬼が島材料 2,471 

その他 37,686 

合計 76,874 

品名 金額（千円） 

新レギュラー冷凍具 5,847 

豚肉 1,813 

冷凍メン200ｇ 904 

レギュラー冷凍具 865 

スモール冷凍具 508 

その他 4,227 

合計 14,167 

区分 金額（千円） 

店舗消耗品類 137,491 

工場機械部品類 4,656 

工場消耗品類 472 

合計 142,620 



② 固定資産 

イ．建設協力金 

ロ．敷金 

③ 流動負債 

イ．買掛金 

ロ．短期借入金 

区分 金額（千円） 

「リンガーハット」店舗建設協力金 947,942 

「浜勝」店舗建設協力金 256,904 

合計 1,204,847 

区分 金額（千円） 

営業店舗敷金 2,768,852 

借上社宅・独身寮敷金 216,942 

工場敷金 15,000 

合計 3,000,795 

相手先 金額（千円） 

ヤマエ久野㈱ 45,014 

㈱菱食低温 43,411 

アリアケジャパン㈱ 31,877 

ミツブ㈱ 30,145 

㈱ノースイ 29,262 

その他 415,401 

合計 595,112 

相手先 金額（千円） 

㈱十八銀行 1,100,000 

㈱西日本シティ銀行 900,000 

㈱福岡銀行 500,000 

㈱新生銀行 450,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 320,000 

その他 700,000 

合計 3,970,000 



ハ．１年以内返済予定の長期借入金 

④ 固定負債 

長期借入金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱十八銀行 537,840 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 522,306 

㈱福岡銀行 300,000 

第一生命保険相互会社 232,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 170,000 

その他 552,000 

合計 2,314,146 

相手先 金額（千円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,012,976 

㈱十八銀行 766,440 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 630,000 

㈱西日本シティ銀行 408,000 

㈱三井住友銀行 359,000 

その他 994,000 

合計 4,170,416 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成19年５月24日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなっており

ます。 

    「当会社の公告方法は、電子公告によりこれを行なう。ただし、電子公告を行なうことができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。」 

 当社の広告掲載URLは次のとおりであります。 http://www.ringerhut.co.jp 

事業年度 ３月１日から２月末日まで 

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 10,000株券 1,000株券 500株券 100株券 

剰余金の配当の基準日 
８月31日 

２月末日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料  
１．喪失登録   １件につき10,000円 

２．喪失登録株券 １枚につき  500円  

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 

 毎年２月末日および８月末日現在の株主（実質株主を含む）のうち100

株以上500株未満の株主に対しそれぞれ1,000円相当の、500株以上1,000

株未満の株主に対しそれぞれ6,000円相当の、1,000株以上2,000株未満の

株主に対しそれぞれ12,500円相当の、2,000株以上の株主に対しそれぞれ

25,000円相当の「食事ご優待券」を送付します。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第42期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）平成18年５月26日関東財務局長に提出 

(2)半期報告書 

 （第43期中）（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日）平成18年11月21日関東財務局長に提出 

(3)半期報告書の訂正報告書 

平成19年１月26日関東財務局長に提出 

（第43期中）（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

(4)臨時報告書  

平成18年４月５日関東財務局長に提出  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（提出会社の資産の額が、当該提出会社の最近事業年

度の末日における純資産額の百分の三十以上減少することが見込まれる会社の分割に係る計画の承認）に基づ

く臨時報告書であります。 

平成18年４月20日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。 

(5)臨時報告書の訂正報告書 

平成18年５月９日関東財務局長に提出 

平成18年４月５日提出の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 

(6)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日） 平成18年３月８日関東財務局長に提出  

報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日） 平成18年４月７日関東財務局長に提出  

報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日） 平成18年５月１日関東財務局長に提出  

報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日） 平成18年６月１日関東財務局長に提出  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年５月25日

株式会社 リンガーハット    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 江島 猛博  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 奥村 勝美  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社リンガーハットの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社リンガーハット及び連結子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は、平成１８年４月５日開催の取締役会において、平成１８年９月

１日付けにて会社分割を実施することを決議し、平成１８年５月２５日開催の定時株主総会において承認された。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年５月25日

株式会社 リンガーハット    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 奥村 勝美  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 東 能利生  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社リンガーハットの平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社リンガーハット及び連結子会社の平成１９年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年５月25日

株式会社 リンガーハット    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 江島 猛博  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 奥村 勝美  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社リンガーハットの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第４２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

リンガーハットの平成１８年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は、平成１８年４月５日開催の取締役会において、平成１８年９月

１日付けにて会社分割を実施することを決議し、平成１８年５月２５日開催の定時株主総会において承認された。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年５月25日

株式会社 リンガーハット    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 奥村 勝美  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 東 能利生  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社リンガーハットの平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第４３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

リンガーハットの平成１９年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 
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